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基本健康診査未受診の高齢者における

生命予後へのリスク要因の検討
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目的 老人保健法の基本健康診査未受診の高齢者の生命予後と関連する要因を明らかにし，未受診

群への健康教育の重点項目を示すことを目的とした。

方法 福島県須賀川市の満70歳以上の在住者から３分の１抽出した2,718人を対象とし，ベースライ

ン調査として自記式調査票を用いた郵送アンケート調査を実施した。質問項目は，身長，体重，

疾病の有無，健康度自己評価，閉じこもりの有無，Breslowの７つの健康習慣（BMI，睡眠，喫

煙，飲酒，朝食，運動，間食）とした。HPI（健康習慣保有数）として，睡眠，BMI，運動，

喫煙，飲酒の５習慣の得点を合計した。有効回答者2,019人（74.3％）の平成12年度の基本健診

受診の有無を確認し，住民基本台帳に基づき３年４カ月間の死亡・転出状況を調査した。受診

の有無とアンケート項目のクロス集計，Kaplan-Meier法による累積生存率の算出，コックスの

比例ハザードモデルによる多変量解析を行った。

結果 ⑴ベースライン調査：基本健診未受診群は，疾病がある，健康度自己評価が悪い，閉じこも

り，喫煙する，運動が週１回以下の者の割合が有意に高かった。⑵死亡状況：累積生存率は，

受診群が未受診群に対し有意に高かった。コックスの比例ハザードモデルによる解析では，受

診の有無を共変量とすると，未受診群の死亡のリスクが高く，性，年齢，健康度自己評価，閉

じこもりの有無，HPIに死亡と有意な関連がみられた。受診群と未受診群に分けて，年齢，性，

健康度自己評価，閉じこもりの有無，疾病の有無，HPIを共変量とすると，受診群では，性，健

康度自己評価が死亡と有意な関連がみられた。これに対し，未受診群では，高年齢，男性，閉

じこもり，HPIが低い者が死亡のリスクが有意に高かった。HPIに代えて７つの健康習慣の各々

を共変量とすると，受診群では性のみが，未受診群では，年齢，性，閉じこもりの有無，

BMI，運動が有意に死亡と関連していた。受診群，未受診群ともに疾病の有無は死亡と有意な

関連がなかった。

結論 ⑴高齢者での基本健診未受診群は，受診群に比べ，生命予後，生活習慣，健康度自己評価が

悪い。⑵未受診群の男性高齢者は，疾患があっても「良い生活習慣の複数維持，運動奨励，BMI

適正化，閉じこもり予防」で死亡のリスクを減らしうる可能性があり，これらの項目について

重点的な支援が必要である。

キーワード 高齢者，基本健康診査，未受診者，運動，閉じこもり，コホート研究
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緒 言

地域高齢者の健康増進のため老人保健法が実

施され，その大きな柱である基本健康診査の受

診率は，年々上昇しているものの，平成15年度

で44.8％と過半数に達していない 。健康診断の

受診行動が地域高齢者の健康状態や生命予後と

関連していることはすでにいくつか報告されて

おり ，一方，健診未受診群は，生活習慣や健

康度自己評価など生命予後に関連するとされて

いる要因において，受診群よりも状況が悪いこ

とが示されている 。

高齢者は，中年期とは疾病への感受性が異な

る可能性はあるものの，中年期で生命予後に関

連する生活習慣は，高齢期においても同様に生

命予後に影響を与えていることが報告されてい

る 。また，わが国においては，職域での健診の

機会のある中年期に比べ，高齢期には健診の機

会が少なくなる。これらのことから，老人保健

法の基本健康診査の未受診群は，自治体の保健

施策として行う生活習慣改善のための健康教育

の重要な対象であり，健診未受診群の特性をふ

まえた効果的な支援が必要であると考えられる。

しかし，基本健康診査未受診群の生命予後と関

連する要因については十分報告されているとは

いえない。

今回，筆者らは，高齢者における老人保健法

による基本健康診査未受診群の生命予後と関連

する要因を明らかにすることによって，未受診

群への健康教育の重点とするべき項目を明らか

にすることを目的とした。

研 究 方 法

(１) 調査対象

平成13年６月１日現在で満70歳以上となる福

島県須賀川市の在住者のうち，施設入所者や居

住不明者を除いた8,254人から３分の１抽出した

2,718人を調査対象とした。

(２) ベースライン調査（健康と生活習慣，平

成12年度基本健康診査受診の有無に関する

調査）

氏名，住所，年齢，性別があらかじめ記入さ

れた自記式の調査票を用いた郵送アンケート調

査を実施した。調査時期は平成13年７月６日

～19日である。質問項目は，身長，体重，疾病

の有無，健康度自己評価，閉じこもりの有無，

および「Breslowの７つの健康習慣」（睡眠時

間，BMI，飲酒，喫煙，飲酒，朝食，運動，間

食）（BMI：Body Mass Index）の状況とした

（表１）。BMIはアンケートに記載された身長・

体重から算出した。HPIは，Breslowの７つの健

康習慣の各項目を，良い習慣（得点１）と悪い

習慣（得点０）に分け，先行研究 に基づき，

睡眠，BMI，運動，喫煙，飲酒の５習慣の得点

を合計したものとした。

調査対象者のうち，有効回収2,123人（78.1％）

が得られ，このうち，入院中・入所中・長期不

在・死亡のため回答不能であった104人を除き

2,019人を分析対象とした。これらの分析対象に

ついて，須賀川市の平成12年度の老人保健法に

基づく基本健康診査（以下「基本健診」）の受診

結果とデータを結合し，アンケート項目と基本

健診受診の有無（以下「受診の有無」）について

クロス集計を行った。検定はχ検定を用いた。

(３) 死亡転出調査

須賀川市住民基本台帳に基づき，ベースライ

ン調査後３年４カ月間（平成13年７月19日～16

年10月31日）の死亡と転出状況を観察した。

(４) 死亡に関連する要因の解析方法

「受診の有無」別に，Kaplan-Meier法による

累積生存率の算出を行った。検定にはLog Rank
 

testを用いた。さらに，死亡に関連する要因を解

析するために，コックスの比例ハザードモデル

による多変量解析を行った。まず受診の有無を

共変量として投入し分析した後に，受診群，未

受診群に分けて分析を行った。他の共変量とし

て，年齢，性，疾病の有無，先行研究 で高

齢者の死亡と関連することが報告されている健
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康度自己評価，閉じこもりの有無，さらにHPIあ

るいは７つの健康習慣の各項目（BMI，睡眠時

間，喫煙，飲酒，朝食，運動，間食）を投入し

た。解析にはSPSS Ver.12.0を用いた。

結 果

(１) 受診の有無と調査回答者の特性

基本健診受診群と未受診群に分け，各々の群

について，性，疾病の有無，健康度自己評価，

閉じこもりの有無，７つの生活習慣の各項目お

よびHPIの状況をみた（表１)。

受診の有無と性別との有意な関連はなかった。

未受診群は，脳卒中，高血圧，狭心症・心筋梗

塞，心や精神の病気のある者の割合が高かった。

また，未受診群は，健康度自己評価が悪い者，

閉じこもりの者の割合が有意に高く，Breslowの

７習慣のうち，「喫煙」で「吸っている」者の割

合が高く，「運動」で「週１回以下」の者の割合

が有意に高かった。BMI，睡眠時間，飲酒，朝

食，間食との有意な関連はみられなかった。ま

た，未受診群は，健康習慣保有数5中４以上の者

の割合が少ない傾向があった（p＝0.058）。

表１ 回答者の特性（平成12年度基本健康診査受診の有無別）
(単位 人，( )内 ％）

平成12年度基本健康診査受診
項 目

χ
検定あり なし

性
男 265(42.1) 526(37.9) N.S.
女 365(57.9) 863(62.1)

疾病の有無
脳卒中
なし 371(92.3) 704(86.8) ＊＊

あり 31(7.7) 107(13.2)
高血圧
なし 283(55.0) 481(45.1) ＊＊＊

あり 232(45.0) 586(54.9)
狭心症・心筋梗塞
なし 355(86.0) 668(74.8) ＊＊＊

あり 58(14.0) 225(25.2)
心や精神の病気
なし 383(93.0) 738(88.5) ＊

あり 29(7.0) 96(11.5)

健康度自己評価
健康 437(74.2) 706(56.1) ＊＊＊

健康でない 152(25.8) 552(43.9)

閉じこもりの有無
非閉じこもり 490(80.9) 890(67.3) ＊＊＊

閉じこもり 116(19.1) 432(32.7)

健康習慣
BMI
18.5≦BMI＜25 404(66.9) 794(65.2) N.S.
それ以外 200(33.1) 423(34.8)

睡眠時間
７時間以上９時間未満 286(46.1) 646(47.5) N.S.
それ以外 334(53.9) 713(52.5)

喫煙
吸わないまたはやめた 518(86.3) 1042(81.9) ＊

吸う 82(13.7) 231(18.1)
飲酒
毎日は飲まない 490(81.3) 1107(86.4) N.S.
毎日飲む 113(18.7) 174(13.6)

朝食
毎日食べる 613(99.4) 1321(98.4) N.S.
毎日は食べない 4(0.6) 21(1.6)

運動
週２回以上運動する 383(63.5) 650(49.6) ＊＊＊

週１回以下 220(36.5) 660(50.4)
間食
しない 309(55.5) 628(53.4) N.S.
する 248(44.5) 549(46.6)

HPI(５点満点)
４点以上 267(48.3) 470(43.4) N.S.
３点以下 286(51.7) 614(56.6)

注 1) ＊＊＊：P＜0.001，＊＊：P＜0.01，＊：P＜0.05，N.S.：有意
差なし

2)「今までにかかったことがありますか」という問いに対して「あ
る（治療中を含む）」と回答した者を「あり」，「ない」と回答し
た者を「なし」とした。

3)「あなたはふだん自分で健康だと思いますか」という問いに対
して「非常に健康だと思う」または「まあ健康な方だと思う」
と回答した者を「健康」，「あまり健康でない」または「健康で
ない」と回答した者を「健康でない」とした。

4)「あなたは，どのくらいの回数で外出しますか」とう問いに対
して「週に１回以上外出する」と回答した者を「非閉じこも
り」，「月に１～３回は外出する」または「ほとんど，または全
く外出しない」と回答した者を「閉じこもり」とした。

図１ 平成12年度基本健診受診の有無別の生存関数

累
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(２) 未受診群の死亡状況に関連する要因

Kaplan-Meier法による累積生存率（図１）

は，受診群が未受診群に対して有意に高かった

（Log Rank＝42.86，p＜0.001）。

コックスの比例ハザードモデルによる解析の

結果は以下のとおりである。

表２に示したように，受診の有無も共変量と

して強制投入法で投入すると，未受診群の死亡

のリスクは高くなっていた。他の要因では，性，

年齢，健康度自己評価，閉じこもりの有無，HPI

が死亡と有意な関連がみられた。

さらに，受診群と未受診群の各々について，

年齢，性，健康度自己評価，閉じこもりの有無，

疾病の有無，HPIを共変量として変数減少法で投

入した（表３）。その結果，受診群では，性と健

康度自己評価が死亡と有意な関連がみられた。

これに対して未受診群では，高年齢，男性，閉

じこもりの者，HPIが低い者が死亡のリスクが有

意に高かった。

また，受診群と未受診群の各々について，HPI

に代えて７つの生活習慣を共変量として変数減

少法で投入した（表４）。その結果，受診群で

は，性のみが有意に死亡と関連していた。これ

に対して未受診群では，高年齢，男性，閉じこ

もりの者，BMI不適正の者，運動が週１回以下

である者が死亡のリスクが有意に高かった。受

診群，未受診群いずれも疾病の有無は死亡との

有意な関連がみられなかった。

考 察

筆者らは，高齢期の基本健

康診査未受診群を健康教育の

重要な対象と考え，未受診群

への健康教育の重点項目を明

らかにすることを目的として

コホート研究を実施した。そ

の結果，70歳以上の基本健診

未受診者は，疾患の有無にか

かわらず，生活習慣の改善に

より生命予後の改善が期待さ

れることが明らかになった。

健診受診の有無と死亡の状

況の関連をみると，未受診群

は受診群に比べ有意に累積生

存率が低く（図１），ベースラ

表２ HPI，基本検診受診有無を共変量に含めた比例ハザー

ドモデルによる多変量解析

項 目 ハザード比 95％信頼区間 p値

年齢 1.10 1.07-1.14 0.000

性
女 1.00
男 1.95 1.29-2.94 0.001

平成12年度基本健診受診の有無
あり 1.00
なし 2.13 1.20-3.79 0.010

HPI(５点満点)
４点以上 1.00
３点以下 1.69 1.10-2.60 0.018

健康度自己評価
健康 1.00
健康でない 1.71 1.10-2.67 0.018

閉じこもりの有無
非閉じこもり 1.00
閉じこもり 1.77 1.13-2.75 0.012

脳卒中
なし 1.00
あり 1.18 0.56-2.51 0.659

高血圧
なし 1.00
あり 0.73 0.47-1.13 0.155

狭心症・心筋梗塞
なし 1.00
あり 1.10 0.59-2.05 0.766

心や精神の病気
なし 1.00
あり 0.97 0.43-2.15 0.933

注 1) 強制投入法ですべての変数を投入した。

表３ HPIを共変量に含めた比例ハザードモデルによる多変量解析

(基本健診受診有無別)

項 目

平成12年度基本健康診査受診

あ り な し

ハザード比 95％信頼区間 p値 ハザード比 95％信頼区間 p値

年齢 1.11 1.07-1.15 0.000

性
女 1.00 1.00
男 4.15 1.31-13.17 0.016 1.78 1.15-2.75 0.009

HPI(５点満点)
４点以上 1.00
３点以下 1.66 1.04-2.64 0.033

健康度自己評価
健康 1.00 1.00
健康でない 3.48 1.23-9.85 0.019 1.61 1.02-2.54 0.042

閉じこもりの有無
非閉じこもり 1.00
閉じこもり 1.83 1.14-2.93 0.012

注 1) 変数減少法で残った項目のみを記した。
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イン時の健診受診の有無がそ

の後の生命予後に関連するこ

とが明らかになった。また，

ベースライン調査時は，未受

診群は受診群に比べ，疾患が

ある者の割合が高く，健康度

自己評価が低く，喫煙，運動

について生活習慣が悪く，閉

じこもり傾向にあり（表１），

未受診群は身体的健康度が低

い，あるいは生活習慣は良好

でない傾向にあることが考え

られ，これは先行研究 と一

致していた。未受診群に疾患

がある者の割合が高いことは，

疾患がある人は基本健診受診

でなく医療機関を受診してい

る可能性があることを示して

いる。また，受診の有無を共変量として投入し

たコックスの比例ハザードモデルの結果（表２）

から，未受診は，疾患の有無，健康度自己評価，

HPIとは独立して，死亡のリスクを高くしていた

と考えられる。これらの結果から，「未受診群は

身体状況が悪いから受診せず，閉じこもりがち

で，健康度自己評価も低く，死亡しやすい」と

いうよりも，未受診それ自体が高齢者の死亡の

リスクを高めていると考えられる。

しかし，未受診それ自体のほかにも，未受診

群は，受診群に比べ生活習慣など死亡と関連す

るリスク要因の数が多く，未受診群であっても

いくつかの要因を改善することによって生命予

後が改善される可能性があると考えられた。す

なわち，未受診群と受診群に分けた分析（表３，

表４）で示されるように，受診群は性，健康度

自己評価のみが生命予後に関連するのに対し，

未受診群では，年齢，性に加え，HPIと閉じこも

りの有無，健康度自己評価（表３），運動とBMI

適正と閉じこもりの有無（表４）と，より多く

の要因が，疾病の有無にかかわらず，死亡と関

連していた。このことから，未受診群は受診群

に比べ死亡と生活習慣の関連がより明らかであ

り，生活習慣の改善は，未受診群において，よ

り多くの効果が見込まれる。未受診群は，医療

機関で治療あるいは経過観察をしているとして

も，生活習慣改善の効果があると考えられる。

項目としては，未受診群の男性への「良い健康

習慣の複数維持，運動奨励，BMI適正化，閉じ

こもり予防」のための働きかけが奏功する可能

性がある。自治体の施策として，未受診群をハ

イリスクグループとして認識し，これらの項目

について積極的に働きかけることが重要である。

ベースライン調査時に未受診群と受診群で割

合に有意な差がみられた喫煙は，死亡との有意

な関連はみられなかったが，これは今回の分析

対象者のうち女性が60.8%を占めており，女性

は喫煙率が極めて低いことが結果に影響したと

考えられる。今回の調査での喫煙者の割合は男

性33.8%，女性5.2%と，平成10年度の喫煙と健

康問題に関する意識調査の結果 （70歳以上男性

30.8%，女性5.0%）とほぼ同様であるが，その

結果，男女あわせた喫煙割合は16.7%（表１）

と低くなり，死亡との関連が表れにくかったも

のと考えられる。

日本における先行研究では，HPI ，健康度自

己評価 ，運動 ，BMI適正 ，閉じこもり

が，高齢者の死亡との関連があることが示され

表４ ７つの習慣を共変量に含めた比例ハザードモデルによる多変量解析

(基本健診受診有無別)

項 目

平成12年度基本健康診査受診

あ り な し

ハザード比 95％信頼区間 p値 ハザード比 95％信頼区間 p値

年齢 1.10 1.06-1.14 0.000

性
女 1.00 1.00
男 4.22 1.34-13.31 0.014 2.16 1.39-3.36 0.001

健康度自己評価
健康 1.00
健康でない 2.80 0.96-8.12 0.058

閉じこもりの有無
非閉じこもり 1.00
閉じこもり 1.90 1.20-3.00 0.006

BMI
18.5≦BMI＜25 1.00
それ以外 1.77 1.15-2.74 0.010

運動
週２回以上運動する 1.00 1.00
週１回以下 2.44 0.84-7.05 0.101 1.84 1.15-2.95 0.011

注 1) 変数減少法で残った項目のみを記した。
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ており，今回の結果は，これらの結果が受診群

に比べ未受診群でより明確であることを示して

いる。現在，「健康日本21」の中で運動が奨励さ

れ ，また，厚生労働省による介護予防事業の中

で高齢者への閉じこもり予防事業が推進されて

いる 中で，基本健診未受診者は，これらの事業

の重要な対象であると考えられる。

生活習慣と身体的健康度との関連については，

筆者らは，基本健診受診者では，関連が有意に

あるとはいえないことを報告した 。いくつかの

健診の受診者を対象とした横断研究でも，類似

の結果が得られている 。これは，今回の結果

で明らかになったように，分析対象者の健診受

診者の集団が，身体的健康度および生活習慣が

全体として良好であるためであった可能性があ

る。

本研究の限界として，以下の２点が挙げられ

る。第１点は，調査項目のうち「疾病の有無」

がアンケートでの自己申告であり，また，回答

率が健康度自己評価などの他の項目よりやや低

い（表１）ため，必ずしも疾病の有無の実態を

反映していない可能性があり，ベースライン調

査時の疾病がその後の生命予後に影響している

可能性を否定できない点である。

第２点として，本研究では「基本健診の受診

の有無」を，平成12年度基本健診のみの受診で

決めている。先行研究の，「３年続けて基本健診

受診なし」，あるいは「定期的健康診断の受診

の習慣」から受診の有無を把握したものとは受

診の有無の定義が異なる点である。しかし，受

診がないことがハイリスクであることは再現さ

れた。また，１回の会場調査への参加の有無を

受診の有無としている研究 もあり，これらの先

行研究と結果に大きな違いはなく，今回の定義

が習慣的な受診習慣と大きく変わるものではな

いと考える。むしろ，このことは，受診の有無

についての単年度の調査でさえもリスクの有無

を明らかにすることができることを示している

とも考えられる。

結 語

⑴ 高齢者での基本健診未受診群は，受診群

に比べ，生命予後とともに生活習慣や健康度自

己評価が悪く，ハイリスクグループであること

がわかった。

⑵ 未受診群の男性高齢者は，疾患があって

も，「良い健康習慣の複数維持，運動奨励，BMI

適正化，閉じこもり予防」で死亡のリスクを減

らすことができる可能性がある。したがって，

これらの項目について，男性高齢者の健診未受

診群への重点的な支援が必要である。
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内閣府から平成17年９月に公表された「国民

生活に関する世論調査」の結果の概要を紹介す

る。この調査は，同年６月から７月にかけて，

全国の20歳以上の男女10,000人を対象に行った。

有効回収数（率）は6,924人（69.2％）となってい

る。

１ 去年と比べた生活の向上感

お宅の生活は，去年の今ごろと比べて向上し

ていると思うか聞いたところ，「向上している」

と答えた者の割合が4.0％，「同じようなもの」

と答えた者の割合が68.9％，「低下している」と

答えた者の割合が26.1％となっている。

前回の調査結果（平成16年６月調査をいう。

以下同じ）と比較してみると，「同じようなもの」

（66.9％→68.9％）と答えた者の割合が上昇し，

「低下している」（27.8％→26.1％）と答えた者

の割合が低下している（図１）。

性・年齢別にみると，「向上している」と答え

た者の割合は，男女とも20歳代，30歳代で，「同

じようなもの」と答えた者の割合は，女性の20

歳代，30歳代，70歳以上で，「低下している」と

答えた者の割合は，男性の50歳代，60歳代と女

性の50歳代で，それぞれ高くなっている。

２ 現在の生活に対する満足度

全体として，現在の生活にどの程度満足して

いるか聞いたところ，「満足」とする者の割合が

経済統計からみた国民生活の現状と動向（39)
－国民生活に関する世論調査－

吉
ヨシ

田
ダ

一
カズ

生
ナリ

＊

＊内閣府政策統括官（経済財政－経済社会システム担当）付参事官（社会システム担当）付参事官補佐

図１ 去年と比べた生活の向上感

80

70

60

50

40

30

20

10

0

％

年
・
月

39
・
１

昭
和

40
・
１

41
・
１

42
・
１

43
・
１

44
・
１

45
・
１

46
・
１

47
・
１

48
・
１

49
・
１

49
・
11

50
・
５

50
・
11

51
・
５

51
・
11

52
・
５

53
・
５

54
・
５

55
・
５

56
・
５

57
・
５

58
・
５

59
・
５

60
・
５

61
・
５

62
・
５

63
・
５

元
・
５

平
成

２
・
５

３
・
５

４
・
５

５
・
５

６
・
５

７
・
５

８
・
７

９
・
５

11
・
12

13
・
９

14
・
６

15
・
６

16
・
６

17
・
６

同じようなもの

63.6 62.6

54.4 62.5

64.1 69.7

75.5

75.6

66.9
68.9

低下している

向上している

17.0 24.7

9.9

10.7
8.3

7.9
10.8

5.6
4.1

4.0

16.7 10.3

32.5

24.4

24.7 20.3

12.0

17.7
27.8

26.1

－33－

第53巻第３号「厚生の指標」2006年３月

7



59.5％（「満足している」7.7％＋「まあ満足し

ている」51.8％），「不満」とする者の割合が37.5

％（「やや不満だ」27.0％＋「不満だ」10.5％）

となっている。

前回の調査結果と比較してみると，大きな変

化はみられない（図２）。

性・年齢別にみると，「満足」とする者の割合

は，男性の20歳代，70歳以上と女性の20歳代，

60歳代，70歳以上で，「不満」とする者の割合

は，男性の30歳代から60歳代で，それぞれ高く

なっている。

３ 生活の程度

生活の程度は，世間一般からみて，どの程度

と思うか聞いたところ，「上」と答えた者の割合

が0.8％，「中の上」と答えた者の割合が8.8％，

「中の中」と答えた者の割合が54.2％，「中の下」

と答えた者の割合が25.1％，「下」と答えた者の

割合が7.3％となっている。

前回の調査結果と比較してみると，「中の下」

（27.1％→25.1％）と答えた者の割合が低下し

ている（図３）。

性・年齢別にみると，「中の下」と答えた者の

図２ 現在の生活に対する満足度
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割合は，男性の30歳代，50歳代で高くなってい

る。

世帯収入別にみると，「中の中」と答えた者の

割合は500万円以上1200万円未満の者で，「中の

下」と答えた者の割合は500万円未満の者で，そ

れぞれ高くなっている。

４ 今後の生活の見通し

生活は，これから先，良くなっていくと思う

か，悪くなっていくと思うか，同じようなもの

だと思うか聞いたところ，「良くなっていく」と

答えた者の割合が8.4％，「同じようなもの」と

答えた者の割合が59.4％，「悪くなっていく」と

答えた者の割合が26.7％となっている。

前回の調査結果と比較してみると，大きな変

化はみられない（図４）。

性・年齢別にみると，「同じようなもの」と答

えた者の割合は，男女とも70歳以上で，「悪くな

っていく」と答えた者の割合は，男女とも50歳

代，60歳代で，それぞれ高くなっている。

生活の程度についての質問との関連でみると，

「同じようなもの」と答えた者の割合は，「中の

図４ 今後の生活の見通し
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図５ 将来に備えるか，毎日の生活を充実させて楽しむか
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上」「中の中」と答えた者で，「悪

くなっていく」と答えた者の割合

は，「中の下」「下」と答えた者で，

それぞれ高くなっている。

５ 将来に備えるか，毎日の生活

を充実させて楽しむか

今後の生活において，貯蓄や投

資など将来に備えることに力を入

れたいと思うか，それとも毎日の

生活を充実させて楽しむことに力

を入れたいと思うか聞いたところ，

「貯蓄・投資など将来に備える」

と答えた者の割合が28.4％，「毎日

の生活を充実させて楽しむ」と答

えた者の割合が54.2％となってい

る。なお，「どちらともいえない」

と答えた者の割合が15.5％となっている。

前回の調査結果と比較してみると，大きな変

化はみられない（図５）。

６ 政府に対する要望

今後，政府に対して，力を入れてほしいと思

うことを聞いたところ，「医療・年金等の社会保

障構造改革」を挙げた者の割合が61.3％と最も

高く，以下，「景気対策」（53.5％），「高齢社会

対策」（45.5％），「雇用・労働問題」（37.0％）

などの順となっている（複数回答）。

前回の調査結果と比較してみると，「医療・年

金等の社会保障構造改革」（67.7％→61.3％），

「景気対策」（58.6％→53.5％），「高齢社会対策」

（49.8％→45.5％），「雇用・労働問題」（41.3％

→37.0％）を挙げた者の割合が低下している（図

６）。

性・年齢別にみると，「医療・年金等の社会保

障構造改革」を挙げた者の割合は，女性の30歳

代から60歳代で，「景気対策」を挙げた者の割合

は，男女とも30歳代から50歳代で，「高齢社会対

策」を挙げた者の割合は，男性の60歳代と女性

の50歳代，60歳代で，「雇用・労働問題」を挙げ

た者の割合は，男性の20歳代，40歳代，50歳代

と女性の20歳代から50歳代で，それぞれ高くな

っている。

政府への要望は，前回調査で初めて，景気対

策を抜いて社会保障構造改革への要望が最も多

くなった。今回は，両者とも割合は低下したが，

引き続き，社会保障構造改革を望む声が大きい

ことがわかる。

図６ 政府に対する要望（複数回答)
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「女性に対する暴力」を公衆衛生の問題としてとらえる

国立社会保障・人口問題研究所

人口動向研究部第二室長
釜野さおり

2005年11月24日，WHO（世界保健機関）が1997年から手がけてきたMulti-country Study on
 

Women’s Health and Domestic Violence against Women（WHO VAW Study「女性の健康と

生活についての国際調査」）の結果が公表され，海外のメディアに大きく取り上げられた。日本調査

チームの一員としてかかわっている者として，この調査全般とその結果を一部紹介する。

プロジェクトの目的は，女性に対する暴力の中でも特に問題視されにくい，夫や恋人など親密な

間柄にある男性から受ける暴力を「公衆衛生の問題」としてとらえて疫学的に調査し，その結果に

基づいて，国際的に，また各国でそれ相応の対策を促すことである。今回公表されたステージには，

バングラディッシュ，ブラジル，エチオピア，日本，ペルー，ナミビア，サモア，セルビア・モン

テネグロ，タイ，タンザニアの10カ国（15の調査サイト）において無作為抽出された15～49歳のお

よそ24,000人の女性が参加した。日本の参加者は2000年11月～2001年１月に横浜市で実施した調査

に回答した18～49歳の1,371人（回収率57.1%）である。

WHO VAW Studyの結果は日本のいくつかの新聞でも小規模に取り上げられたが，その多く

は，日本で暴力を受けたと回答した女性が，他の９カ国に比べて低いことに着眼した。確かに，「身

体的暴力」にあたる６つの行為と「性的暴力」にあたる３つの行為の少なくとも１つを受けたこと

のある女性が，例えばタイの都市部では41%であるという結果は衝撃的である。しかし，日本の15.7

％という結果は果たして「低い」のであろうか。７人に１人の女性が，夫や恋人などから暴力を受

けたことがあるということ自体が，まず問題視されるべきである。

今回の調査のポイントである「女性が暴力を受けたことと女性の心身の健康との関連」は，文化

的・社会的・経済的に異なる国々のすべてで観察された。例えば「頭がしょっちゅう痛い」「食欲が

ない」「よく眠れない」「物事に興味がなくなった」など20の症状について，調査時点前の１カ月間

に経験したかどうかを尋ねるSRQ20尺度の得点をみると，15の全調査サイトで，夫や恋人から身体

的あるいは性的暴力を受けたことのある女性は受けたことのない女性に比べて高く，前者がより多

くの心身の症状を経験している。各サイトにおける暴力を受けたことのある女性と受けたことのな

い女性の症状の数の平均は次のとおりで，そのすべてに有意水準0.01%で違いが認められた。バン

グラディッシュ都市（7.9，5.4）・県（7.4，5.2），ブラジル都市（7.4，4.6）・県（8.4，5.2），エ

チオピア県（2.7，2.3），日本都市（2.6，1.5），ナミビア都市（5.3，3.3），ペルー都市（8.1，5.1）・

県（9.8，7.0），サモア（3.6，2.7），セルビア・モンテネグロ都市（4.4，2.6），タイ都市（6.9，

4.4）・県（7.9，5.5），タンザニア都市（4.7，2.5）・県（4.0，2.5）（WHO,2005.WHO Multi-

country Study on Women’s Health and Domestic Violence against Women： Initial results
 

on prevalence,health outcomes and women’s responses,p.57,Table 7.5）。

この結果だけをみても，女性が親密な間柄にある男性から受ける暴力は女性の健康と深い関連が

あり，公衆衛生の問題であることが明らかである。今後，この調査の知見が医療関係者や政策立案

者によって活用されることを願っている。
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（誌面の都合上，編集部で整理・抜粋して掲載した）

調査の概要

１ 調査の目的

この調査は，全国の介護サービスの提供体制，提

供内容等を把握することにより，介護サービスの提

供面に着目した基盤整備に関する基礎資料を得るこ

とを目的とした。

２ 調査の対象と客体

⑴ 介護保険施設と居宅サービス事業所

全国の介護保険施設，居宅サービス事業所，居宅

介護支援事業所を対象とし，これらの施設・事業所

の全数を調査客体とした。

⑵ 従事者票

介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養

型医療施設，訪問介護事業所，訪問看護ステーショ

ン，認知症対応型共同生活介護事業所，居宅介護支

援事業所の直接処遇職員のうち，常勤（専従）の介

護職員，看護職員，介護支援専門員を対象として，

無作為抽出法により抽出した約５万２千人を調査の

客体とした。

３ 調査の時期

平成16年10月１日

４ 調査票の種類と調査事項

⑴ 介護保険施設（介護老人福祉施設票，介護老

人保健施設票，介護療養型医療施設票）

開設主体，定員，在所者数，従事者数，居室

等の状況等

⑵ 居宅サービス事業所（訪問看護ステーション

票，居宅サービス事業所（福祉関係）票，居宅

サービス事業所（医療施設）票）

開設主体，利用者数，従事者数等

⑶ 従事者票

職種，経験年数，勤務形態，保有資格，研修

の参加状況等

５ 調査の方法と系統

施設・事業所票は，介護保険施設，居宅サー

ビス事業所，居宅介護支援事業所の管理者が調

査票に記入する方式とした。

従事者票は，あらかじめ指定された施設・事

業所に調査票を配付し，従事者本人が調査票に

記入のうえ回収用封筒に密封し，施設・事業所

の管理者が回収する方式とした。

６ 利用上の注意

⑴ 表章記号は，本誌表紙裏の下欄を参照。

統計資料紹介

平成16年 介護サービス施設・事業所調査結果の概況

厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課

平成16年10月１日現在

調査対象施設
・事業所数

集計施設
・事業所数

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
訪 問 介 護 事 業 所 (23227) 17274
訪 問 入 浴 介 護 事 業 所 (3157) 2406
訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 5534 5224
通 所 介 護 事 業 所 14883 14725
通所リハビリテーション事業所(医療施設) 1959 1894
短 期 入 所 生 活 介 護 事 業 所 5666 5657
短期入所療養介護事業所(医療施設) 110 88
認知症対応型共同生活介護事業所 5466 5449
特定施設入所者生活介護事業所 911 904
福 祉 用 具 貸 与 事 業 所 (8555) 5391

居 宅 介 護 支 援 事 業 所 (30008) 24331

介 護 保 険 施 設
介 護 老 人 福 祉 施 設 5297 5291
介 護 老 人 保 健 施 設 3137 3131
介 護 療 養 型 医 療 施 設 3819 3717

注 1) 休止中等の施設・事業所を除いた数である。
2) 郵送により調査を実施したものであり，( )内は調査票配
付事業所数である。

厚 生
労働省

都道府県
指定都市
中 核 市

福祉事務所
保 健 所

介 護 保 険 施 設
訪問看護ステーション
通 所 介 護 事 業 所
通所リハビリテーション事業所
短期入所生活介護事業所
短期入所療養介護事業所
認知症対応型共同生活介護事業所
特定施設入所者生活介護事業所

厚 生
労働省

郵 送
訪 問 介 護 事 業 所
訪問入浴介護事業所
福祉用具貸与事業所
居宅介護支援事業所
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⑵ 活動中の施設・事業所のうち，回答のあった

ものについて集計した。

⑶ この概況に掲載の数値は四捨五入しているの

で，内訳の合計が総数に合わない場合がある。

⑷ 事業所数は10月１日現在，利用者数は９月中

の利用者の数である。ただし，認知症対応型共

同生活介護事業所，特定施設入所者生活介護事

業所，介護保険施設の利用者，在所者数は９月

30日24時現在の数である。

⑸ 訪問介護利用者の状況・訪問看護利用者の状

況は，９月30日（０時～24時までの間）に訪問

介護または訪問看護サービスを利用した者のう

ち，出生日が奇数の者のみを対象とした。

⑹ 発表された概況の全体は，厚生労働省ホーム

ページ（www.mhlw.go.jp）を参照。

結果の概要

１ 施設・事業所の状況

(１) 事業所数，施設数の状況

居宅サービス事業所では，訪問介護が17,274事業

所，通所介護が14,725事業所となっており，介護保

険施設では，介護老人福祉施設

が5,291施設，介護老人保健施設

が3,131施設となっている（表

１）。

(２) 利用者数，在所者数の状況

居宅サービス事業所では，訪

問介護が972,266人，通所介護が

995,903人となっており，介護保

険施設では，介護老人福祉施設

が357,891人，介護老人保健施設

が256,809人となっている（表

２）。

(３) 開設主体別施設・事業所

の状況

居宅サービス事業所を開設主

体別にみると，訪問介護，認知

表１ 事業所数，施設数の年次推移 各年10月１日現在

平成12年 13 14 15 16 対前年増減数

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
(訪問系)
訪 問 介 護 9833 11644 12346 15701 17274 1573
訪 問 入 浴 介 護 2269 2457 2316 2474 2406 △ 68
訪問看護ステーション 4730 4825 4991 5091 5224 133
(通所系)
通 所 介 護 8037 9138 10485 12498 14725 2227
通所リハビリテーション 4911 5441 5568 5732 5869 137
介 護 老 人 保 健 施 設 2638 2743 2832 2960 3049 89
医 療 施 設 2273 2698 2736 2772 2820 48

(その他)
短 期 入 所 生 活 介 護 4515 4887 5149 5439 5657 218
短 期 入 所 療 養 介 護 4651 5057 5655 5758 5821 63
介 護 老 人 保 健 施 設 2616 2726 2838 2980 3102 122
医 療 施 設 2035 2331 2817 2778 2719 △ 59

認知症対応型共同生活介護 675 1273 2210 3665 5449 1784
特定施設入所者生活介護 … … … … 904 …
福 祉 用 具 貸 与 2685 3839 4099 5016 5391 375

居 宅 介 護 支 援 17176 19890 20694 23184 24331 1147

介 護 保 険 施 設
介 護 老 人 福 祉 施 設 4463 4651 4870 5084 5291 207
介 護 老 人 保 健 施 設 2667 2779 2872 3013 3131 118
介 護 療 養 型 医 療 施 設 3862 3792 3903 3817 3717 △ 100

表２ 施設・事業所における利用者数，在所者数の年次推移
(単位 人) 各年９月

平成12年 13 14 15 16 対前年増減数

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
(訪問系)
訪 問 介 護 446679 600313 728974 899167 972266 73099
訪 問 入 浴 介 護 60384 69340 66525 70948 67208 △ 3740
訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 203573 221005 244475 262925 274567 11642
(通所系)
通 所 介 護 616967 689721 790365 920869 995903 75034
通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 273769 336302 383259 419510 439754 20244
介 護 老 人 保 健 施 設 177122 190458 220353 243587 258235 14648
医 療 施 設 96647 145844 162906 175923 181519 5596
(その他)
短 期 入 所 生 活 介 護 103258 129568 155863 175858 192781 16923
短 期 入 所 療 養 介 護 29703 39182 49508 56666 60277 3611
介 護 老 人 保 健 施 設 27332 35347 43825 50109 53371 3262
医 療 施 設 2371 3835 5683 6557 6906 349
認 知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護 5450 12486 23888 43519 70161 26642
特 定 施 設 入 所 者 生 活 介 護 … … … … 33921 …
福 祉 用 具 貸 与 106274 375754 567979 702733 739212 36479

居 宅 介 護 支 援 1074242 1447436 1656794 1909598 2083382 173784

介 護 保 険 施 設
介 護 老 人 福 祉 施 設 296082 309740 326159 341272 357891 16619
介 護 老 人 保 健 施 設 213216 223895 233740 245268 256809 11541
介 護 療 養 型 医 療 施 設 102966 109329 126865 129365 129111 △ 254
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表３ 開設主体別事業所数の構成割合
平成16年10月１日現在

事業所数

構 成 割 合 (％)

総 数
地方公共
団 体

公的・社
会保険関
係団体

社会福祉
法 人

医療法人
社団・
財団法人

協同組合
営利法人
(会社)

特 定
非 営 利
活動法人
(NPO)

その他

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
(訪問系)
訪 問 介 護 17274 100.0 1.2 … 30.8 8.5 1.6 4.0 48.2 4.8 0.9
訪 問 入 浴 介 護 2406 100.0 1.7 … 62.0 2.8 1.0 1.1 30.5 0.8 0.2
訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 5224 100.0 4.7 1.6 9.8 48.0 15.9 5.6 13.0 0.7 0.6
(通所系)
通 所 介 護 14725 100.0 2.9 … 55.1 8.3 0.9 1.9 25.3 4.8 0.7
通所リハビリテーション 5869 100.0 3.4 1.3 8.8 74.2 3.0 … 0.1 … 9.2
介 護 老 人 保 健 施 設 3049 100.0 4.9 2.0 15.9 73.3 3.1 … ･ … 0.8
医 療 施 設 2820 100.0 1.8 0.6 1.0 75.1 3.0 … 0.2 … 18.2

(その他)
短 期 入 所 生 活 介 護 5657 100.0 5.4 … 90.6 1.6 0.1 0.3 1.7 0.2 0.2
短 期 入 所 療 養 介 護 5821 100.0 5.2 1.8 8.9 75.0 3.0 … 0.1 … 6.1
介 護 老 人 保 健 施 設 3102 100.0 4.9 2.0 15.8 73.5 3.1 … ･ … 0.8
医 療 施 設 2719 100.0 5.6 1.5 1.0 76.7 2.8 … 0.2 … 12.2

認知症対応型共同生活介護 5449 100.0 0.4 … 24.5 20.6 0.4 0.3 47.3 6.2 0.3
特定施設入所者生活介護 904 100.0 － … 17.5 0.8 2.0 0.2 76.1 0.8 2.7
福 祉 用 具 貸 与 5391 100.0 0.2 … 4.7 2.7 0.4 3.5 87.1 0.7 0.6

居 宅 介 護 支 援 24331 100.0 3.9 … 33.1 22.4 4.5 3.6 29.1 2.3 1.1

注 1) これらの事業所については経営主体である。

表４ 開設主体別施設数の構成割合
平成16年10月１日現在

施設数

構 成 割 合 (％)

総 数
国・

都道府県
市区町村

広域連合
・一部
事務組合

日本赤十
字社・社
会保険関
係団体

社会福祉
協議会

社会福祉
法人

医療法人
社団・財
団法人

その他の
法人

その他

介 護 保 険 施 設
介護 老 人 福 祉 施 設 5291 100.0 1.0 6.3 2.9 0.1 0.2 89.5 ･ － － －
介護 老 人 保 健 施 設 3131 100.0 0.1 3.8 1.0 2.0 0.1 15.9 73.4 3.0 0.8 －
介護療養型医療施設 3717 100.0 0.3 4.7 0.2 1.3 － 1.1 75.9 2.8 1.1 12.6

表５ 事業所の種類別にみた利用人員階級別事業所数の構成割合
(単位 ％) 平成16年10月１日現在

総数 1～19人 20～39 40～59 60～79 80～99
100～
119

120～
139

140～
159

160～
179

180～
199

200人
以上

９月中の
１事業所
当たり利
用者数
(人)

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
(訪問系)
訪 問 介 護 100.0 22.5 24.7 17.6 11.9 7.2 4.4 2.6 1.7 0.9 0.7 2.9 57.9
訪 問 入 浴 介 護 100.0 55.2 18.2 8.1 4.2 2.5 1.8 1.2 0.7 0.5 0.2 1.1 29.8
訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 100.0 14.1 29.1 24.2 14.1 8.7 4.0 2.2 1.3 0.7 0.4 0.7 52.9
(通所系)
通 所 介 護 100.0 13.8 17.5 15.7 16.7 14.3 9.0 5.9 2.7 1.6 0.8 1.2 68.2
通所リハビリテーション 100.0 7.1 16.2 21.5 17.3 13.4 8.9 6.1 3.8 1.9 1.4 2.2 75.1
介 護 老 人 保 健 施 設 100.0 6.4 12.4 18.1 16.8 14.7 9.9 7.7 5.5 2.9 2.0 3.4 84.8
医 療 施 設 100.0 7.9 20.3 25.1 17.9 12.0 7.7 4.3 2.0 0.9 0.7 0.9 64.6

(その他)
短 期 入 所 生 活 介 護 100.0 27.1 36.5 21.5 8.7 3.4 1.0 0.5 0.2 0.1 0.0 0.2 36.2
短 期 入 所 療 養 介 護 100.0 47.5 13.0 3.5 1.0 0.4 0.2 0.0 0.0 － 0.0 0.0 15.8
介 護 老 人 保 健 施 設 100.0 61.5 22.4 6.1 1.9 0.7 0.3 0.1 0.1 － 0.0 0.0 18.5
医 療 施 設 100.0 31.5 2.3 0.4 0.0 － 0.0 － － － － － 7.4

認知症対応型共同生活介護 100.0 90.1 9.5 0.1 － － － － － － － － 12.9
特定施設入所者生活介護 100.0 25.7 34.3 25.2 8.5 3.7 1.3 0.2 0.4 0.1 － 0.3 37.6

居 宅 介 護 支 援 100.0 11.9 14.1 16.6 11.9 10.2 8.2 6.0 4.4 3.3 2.5 7.3 88.7

注 1) 利用者なし，利用者数不詳の事業所を含む。
2) 空床利用型の事業所を含まない。
3) 利用者なしの事業所の割合は34.5％である。
4) 利用者なし，利用者数不詳の事業所を除いて算出した。
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症対応型共同生活介護，特定施設入所者生活介

護，福祉用具貸与は「営利法人（会社）」が多

く，訪問入浴介護，通所介護，短期入所生活介

護では「社会福祉法人」，訪問看護ステーショ

ン，通所リハビリテーション，短期入所療養介

護では「医療法人」が多くなっている（表３）。

介護保険施設を開設主体別にみると，介護老

人福祉施設は「社会福祉法人」が89.5％と最も

多く，介護老人保健施設，介護療養型医療施設

では「医療法人」が73.4％，75.9％と最も多く

なっている（表４）。

２ 居宅サービス事業所の状況

(１) 利用人員階級別事業所数

居宅サービス事業所を平成16年９月中の利用

人員階級別にみると，訪問系サービスでは，訪

問介護，訪問看護ステーションは「20～39人」

が多く，訪問入浴介護は「１～19人」が５割を

超えている。通所系サービスでは，各事業所とも20～99

人で６割を超えている（表５）。

また，１事業所当たりの利用者数をみると，訪問

介護，訪問入浴介護，通所介護では前年に比べ減少

し，その他のサービスでは増加している（図略）。

(２) 要介護度別利用者数

要介護度別に利用者をみると，訪問介護，通所介

護，通所リハビリテーション，居宅介護支援では「要

介護１」が最も多くなっている。

表６ 事業所の種類別にみた要介護度別利用者数の構成割合
平成16年９月

利用者・
在所者数
(人)

構 成 割 合 (％)

総 数 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ その他

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
(訪問系)
訪 問 介 護 972266 100.0 18.5 40.4 14.6 9.9 7.7 7.0 2.0
訪 問 入 浴 介 護 67208 100.0 0.2 3.0 5.6 11.8 24.5 52.3 2.7
訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 226521 100.0 3.5 21.3 15.9 15.7 17.6 25.1 0.8
(通所系)
通 所 介 護 995903 100.0 14.3 36.8 18.3 13.1 8.9 4.9 3.6
通所リハビリテーション 439754 100.0 11.8 38.3 20.7 14.4 9.8 4.6 0.3
介 護 老 人 保 健 施 設 258235 100.0 10.1 36.4 21.5 15.6 10.9 5.2 0.3
医 療 施 設 181519 100.0 14.3 40.9 19.6 12.8 8.3 3.8 0.3

(その他)
短 期 入 所 生 活 介 護 192781 100.0 1.2 15.6 18.6 22.9 23.4 17.6 0.8
短 期 入 所 療 養 介 護 60277 100.0 1.0 14.9 19.0 23.1 23.1 18.5 0.4
介 護 老 人 保 健 施 設 53371 100.0 1.0 15.2 19.6 23.7 23.3 16.8 0.4
医 療 施 設 6906 100.0 0.9 12.9 14.6 18.3 21.7 31.2 0.3

認知症対応型共同生活介護 70161 100.0 ・ 26.6 30.4 26.5 12.8 3.5 0.1
特定施設入所者生活介護 33921 100.0 6.9 30.6 17.6 17.0 16.1 11.9 ・
福 祉 用 具 貸 与 739212 … … … … … … … …

居 宅 介 護 支 援 2083382 100.0 17.5 38.8 16.5 11.3 8.1 6.1 1.6

注 1) 介護保険法の利用者のみである。

表７ 事業所の種類別にみた利用者(回)数

利用者数
(人)

延利用
者数
(人)

9月中の利用者1人
当たり利用回数

平成16年 平成15年

居宅サービス事業所
(訪問系)
訪 問 介 護 972266 11767375 12.1 12.3
訪 問 入 浴 介 護 67208 293849 4.4 4.2
訪問看護ステーション 274567 1487032 5.4 5.5
(通所系)
通 所 介 護 995903 6593031 6.6 6.4
通所リハビリテーション 439754 3112346 7.1 7.2
介護老人保健施設 258235 1837779 7.1 7.2
医 療 施 設 181519 1274567 7.0 7.1

(その他)
短期入所生活介護 192781 1699295 8.8 8.8
短期入所療養介護 60277 431183 7.2 7.1
介護老人保健施設 53371 380023 7.1 7.1
医 療 施 設 6906 51160 7.4 7.3

注 1) 空床利用型の利用者を含まない。
2)「延利用者数」は利用日数の合計であり，「１人当たり利用回数」
は「１人当たり利用日数」である。

3) 利用者数不詳，延利用者数不詳の事業所を除いて算出した。

表８ 経営主体別にみたユニットケアの状況
平成16年10月１日現在

ユニット
ケア実施
事業所数

小規模生活
単位型

事業所数 定員(人)

一部小規模
生活単位型

事業所数 定員(人)

総 数 254 211 3305 43 382
地 方 公 共 団 体 4 4 56 － －
社 会 福 祉 法 人 222 182 2662 40 343
医 療 法 人 12 11 286 1 11
社団・財団法人 － － － － －
協 同 組 合 1 1 10 － －
営利法人(会社) 14 12 271 2 28
特定非営利活動
法 人 (N P O)

1 1 20 － －

そ の 他 － － － － －

注 事業所数には，空床利用型のみの事業所を含まない。

－41－

第53巻第３号「厚生の指標」2006年３月

1



一方，訪問入浴介護では「要介

護５」が５割を超えている（表

６）。

(３) 利用者（回）数

居宅サービス事業所における９

月中の利用者の状況をみると，延

利 用 者 数 は，訪 問 介 護 が

11,767,375人と最も多くなってい

る。

利用者１人当たり利用回数をみ

ると，訪問入浴介護，通所介護，

短期入所療養介護については前年

を上回っている（表７）。

(４) 短期入所生活介護事業所に

おけるユニットケアの状況

短期入所生活介護事業所におけ

るユニットケアの状況をみると，

「小規模生活単位型」が211事業

所，「一部小規模生活単位型」が43

事業所となっている（表８）。

(５) 認知症対応型共同生活介護

事業所における共同生活住居

(ユニット）の状況

認知症対応型共同生活介護事業

所における共同生活住居（ユニッ

ト）数をみると，「１ユニット」が

最も多くなっている。平均ユニッ

ト数は1.6ユニットで，１ユニット当たりの定員は8.8

人となっている（表９）。

３ 訪問介護利用者の状況

平成16年９月30日に訪問介護を利用した者の状況

である。

(１) 性・年齢階級別利用者数

性・年齢階級別に利用者をみると，「男」29.5％，

「女」70.5％となっており，いずれも「80～89歳」

が最も多く，次いで「70～79歳」となっている（表

10）。

(２) 訪問介護の行為の内容

年齢階級別に訪問介護における行為の内容をみる

と，すべての年齢階級において「清掃」が最も多く，

次いで「調理」となっている（表略）。

表９ 経営主体別にみた共同生活住居(ユニット)の状況
平成16年10月１日現在

事業所数

共同生活住居(ユニット)数

１ユニット ２ユニット
３ユニット

以上

平均
ユニット

数

１ユニッ
ト当たり
の定員
(人)

総 数 5449 2755 2093 601 1.6 8.8
地 方 公 共 団 体 21 19 2 － 1.1 8.3
社 会 福 祉 法 人 1337 843 387 107 1.5 8.7
医 療 法 人 1123 459 496 168 1.8 8.8
社 団 ・ 財 団 法 人 23 17 2 4 1.4 8.5
協 同 組 合 17 12 4 1 1.4 8.8
営 利 法 人 ( 会 社 ) 2575 1150 1114 311 1.7 8.8
特定非営利活動法人(NPO) 339 249 82 8 1.3 8.4
そ の 他 14 6 6 2 1.7 8.9

注 共同生活住居(ユニット)とは，認知症の状態にある要介護者が共同生活を営むべき住居をい
い，居室，居間，食堂，台所，浴室等の設備のあるものをいう。

図１ 要介護度別にみた訪問介護における行為の内容の割合（複数回答）
平成16年９月30日

要支援要介護１要介護２要介護３ 要介護４ 要介護５ 不詳

排せつ介助
0.4

5.6 9.2 18.9 29.5 35.9 0.5

食事介助
1.1

9.5 10.9 16.8 24.8 36.3 0.6

清拭・部分浴
1.4

12.4 12.4 17.5 23.8 31.7 0.7

全身浴
3.8

33.1 23.7 18.8 12.2 7.7 0.7

洗面・整容等
1.6

14.6 14.8 19.5 22.3 26.7 0.6

外出・通院介助 6.4 40.7 22.3 15.2 9.3 5.2 0.8

その他の身体介助
3.8

24.9 18.2 18.0 16.6 17.8 0.7

調理 12.0 42.0 20.1 13.3 7.44.3 0.8

清掃 19.0 45.2 16.6 9.85.33.3 0.9

洗濯 13.2 42.0 19.3 12.7 7.34.8

買い物 18.4 48.4 17.0 9.14.2

0.8その他の生活援助 16.7 43.2 17.5 11.1 6.44.3

1.0通院等乗降介助 2.5 52.0 20.0 13.0 7.73.7

0 20 40 60 80 100％

表11 性・年齢階級別にみた訪問看護利用者の構成割合
(単位 ％) 平成16年９月30日

総 数 介護保険法 健康保険法等

総 数 100.0 100.0 100.0
男 41.8 40.4 48.6
女 58.2 59.6 51.4

40歳未満 2.5 ･ 13.8
40～64歳 11.1 6.3 33.9
65～69 7.4 7.0 9.4
70～79 29.6 30.7 24.5
80～89 33.6 37.9 13.8
90歳以上 14.3 16.7 2.7
不 詳 1.5 1.4 1.9

注 1) 介護保険法の支払いがなく，老人保健法およびそれ以外の
政府管掌健康保険等の医療保険，公費負担医療等の支払いが
あった者である。

表10 性・年齢階級別にみた訪問介護利用者の構成割合
平成16年９月30日

利用者数
(％)

構 成 割 合 (％)

総 数
40～
64歳

65～
69

70～
79

80～
89

90歳
以上

不詳

総数 100.0 100.0 5.4 6.7 32.8 41.3 11.2 2.7
男 29.5 100.0 7.5 8.8 33.8 36.6 10.6 2.8
女 70.5 100.0 4.5 5.8 32.3 43.2 11.4 2.7

0.8
2.1

0.8
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行為の内容を利用者の要介護度別

にみると，「排せつ介助」「食事介助」

「清拭・部分浴」「洗面・整容等」で

は「要介護５」が多くなっており，

これら以外の行為では「要介護１」

が多くなっている（図１）。

４ 訪問看護ステーション利用者の

状況

平成16年９月30日に訪問看護ステ

ーションを利用した者の状況である。

(１) 性・年齢階級別利用者数

性・年齢階級別に利用者をみ

ると，「男」41.8％，「女」58.2

％となっており，介護保険法で

は「80～89歳」が37.9％，健康

保険法等では「40～64歳」が33.9

％と最も多くなっている（表

11）。

(２) 滞在時間

介護保険法の利用者について

要介護度別に滞在時間をみると，

要介護度が高くなるほど滞在時

間が長くなっている（図２）。

図２ 要介護度別にみた滞在時間の構成割合
平成16年９月30日

30分未満 30分以上60分未満 60分以上90分未満

90分以上
120分未満

120分以上

要 支 援
(43.5)

11.5 51.7 31.9 3.1
1.9

要介護１
(48.9)

5.5
48.3 40.7 3.9

1.6

要介護２
(52.2)

4.1

43.2 46.0 5.5
1.3

要介護３
(53.6)

4.0
40.1 47.3 7.2

1.3

要介護４
(54.5)

3.6

38.4 49.2 7.0
1.8

要介護５
(56.2)

2.9
34.5 51.2 9.4

2.1

0 20 40 60 80 100％

注 ( )内は，訪問１回当たりの平均滞在時間(分)である。

図３ 要介護度別にみた訪問看護の提供内容（介護保険法)
平成16年９月30日

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

本人の療養指導
3.2

24.0 17.9 17.1 17.6 20.2

家族等の介護指導・支援
1.2
11.4 12.5 15.4 20.9 38.6

社会資源活用の相談・支援
2.9

19.6 15.7 16.5 16.9 28.5

認知症・精神障害に
対するケア

2.1
18.1 16.2 16.6 18.1 28.9

リハビリテーション
1.7
16.9 15.3 17.0 20.0 29.1

褥そう・創傷部の管理
・処置

0.5
6.6 7.4 11.0 19.6 54.9

経口栄養の管理・指導
・援助

2.3
16.9 13.9 14.3 18.3 34.3

排せつの管理・指導・援助
0.8
8.4 8.8 13.3 21.3 47.5

身体の清潔保持の
管理・指導・援助

1.0
12.7 12.8 15.1 19.6 38.8

服薬管理，点眼等の処置
3.6

25.2 17.1 15.4 15.6 23.2

0 20 40 60 80 100％

表12 都道府県別にみた65歳以上人口10万対定員
平成16年10月１日現在

介護保険施設
定員

65歳以上人口
10万対(人)

介護保険施設
定員

65歳以上人口
10万対(人)

全 国 785202 3156

北海道 42350 3604
青 森 11478 3644
岩 手 11446 3437
宮 城 12990 2836
秋 田 10499 3476
山 形 9796 3212
福 島 12918 2772
茨 城 15898 2875
栃 木 10557 2785
群 馬 12774 3146
埼 玉 26340 2410
千 葉 26472 2608
東 京 50777 2280
神奈川 36803 2603
新 潟 20918 3651
富 山 11407 4491
石 川 9987 4161
福 井 7462 4078
山 梨 6040 3196
長 野 16498 3222
岐 阜 12829 2997
静 岡 22555 2991
愛 知 32097 2684

三 重 11935 3076
滋 賀 6994 2914
京 都 16922 3261
大 阪 46184 2989
兵 庫 33666 3158
奈 良 8090 2963
和歌山 8086 3314
鳥 取 6040 4194
島 根 7404 3702
岡 山 15076 3514
広 島 21260 3616
山 口 14630 3997
徳 島 9464 4878
香 川 8713 3772
愛 媛 12738 3703
高 知 8566 4220
福 岡 35427 3652
佐 賀 7509 3911
長 崎 12381 3631
熊 本 17842 4159
大 分 10264 3552
宮 崎 9641 3638
鹿児島 16430 3821
沖 縄 9049 4132

注 1) 65歳以上人口は総務省統計局「平成16年10月１日現在推計人口」による。
2) 介護療養型医療施設における「定員」は介護指定病床数である。
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(３) 訪問看護の提供内容

訪問看護の提供内容をみると，介護保険法では「本

人の療養指導」67.7％が最も多く，次いで「リハビ

リテーション」54.8％，「身体の清潔保持の管理・指

導・援助」54.8％となっている。健康保険法等では

「本人の療養指導」68.5％が最も多く，次いで「身

体の清潔保持の管理・指導・援助」55.2％，「家族等

の介護指導・支援」51.0％となっている（表略）。

介護保険法における訪問看護の主な提供内容を利

用者の要介護度別にみると，「褥そう・創傷部の管理・

処置」では「要介護５」が５割を超えている（図

３）。

５ 介護保険施設の状況

(１) 都道府県別定員

都道府県別に65歳以上人口10万対の介護保険施設

定員をみると，徳島県が4,878人で最も多く，富山県

が4,491人，高知県が4,220人と多くなっている（表

12）。

(２) 定員，在所者数，利用率

施設の種類別に定員をみると，介護老人福祉施設

は363,747人，介護老人保健施設は282,513人，介護

療養型医療施設は138,942人となっており，在所者数

は，それぞれ357,891人，256,809人，129,111人で，

利用率は３施設とも９割を超えている（表13）。

(３) 定員規模別施設数

施設の定員規模別に施設数をみると，

介護老人福祉施設では「50～59人」が

45.7％，介護老人 保 健 施 設 で は

「100～109人」が39.9％，介護療養型

医療施設では「１～９人」が29.8％と，

それぞれ最も多くなっている（表14）。

(４) 室定員別室数

介護老人福祉施設の居室をみると，

「個室」は61,133室で前年に比べ29.7

％増加し，「５人以上室」は1,785室で

前年に比べ14.6％減少している。

介護老人保健施設の「個室」は35,433

室で前年に比べ16.7％増加している。

介護療養型医療施設の「個室」は

9,482室で前年に比べ1.8％増加し，「５

人以上室」は889室で前年に比べ12.3％

減少している（表15）。

表13 施設の種類別にみた定員，在所者数，利用率
各年10月１日現在

定員
(人)

在所者数
(人)

利用率
(％)

介護老人福祉施設
平成16年 363747 357891 98.4

15 346069 341272 98.6
介護老人保健施設
平成16年 282513 256809 90.9

15 269524 245268 91.0
介護療養型医療施設
平成16年 138942 129111 92.9

15 139636 129365 92.6

注 介護療養型医療施設における「定員」は介護指定病床数である。

表15 施設の種類別にみた室定員別室数
各年10月１日現在

介護老人福祉施設

平成16年 15
対前年

増減率(％)

介護老人保健施設

平成16年 15
対前年

増減率(％)

介護療養型医療施設

平成16年 15
対前年

増減率(％)

総 数 149910 133615 12.2 105738 98504 7.3 46891 46904 △0.0
個 室 61133 47145 29.7 35433 30360 16.7 9482 9310 1.8
２ 人 室 24989 23316 7.2 15993 15646 2.2 8593 8590 0.0
３ 人 室 2270 2242 1.2 2154 2120 1.6 4798 4907 △2.2
４ 人 室 59733 58821 1.6 52158 50378 3.5 23129 23083 0.2
５人以上室 1785 2091 △14.6 ･ ･ ･ 889 1014 △12.3

表14 定員規模別にみた施設数
平成16年10月１日現在

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

施設数
構成割合
(％)

施設数
構成割合
(％)

施設数 (再掲)
診療所

構成割合
(％)

総 数 5291 100.0 3131 100.0 3717 1198 100.0
1～ 9人 ･ ･ 1 0.0 1108 875 29.8
10～ 19 5 0.1 2 0.1 704 323 18.9
20～ 29 26 0.5 8 0.3 400 ･ 10.8
30～ 39 184 3.5 18 0.6 290 ･ 7.8
40～ 49 40 0.8 34 1.1 308 ･ 8.3
50～ 59 2417 45.7 330 10.5 250 ･ 6.7
60～ 69 314 5.9 160 5.1 172 ･ 4.6
70～ 79 412 7.8 231 7.4 42 ･ 1.1
80～ 89 853 16.1 514 16.4 52 ･ 1.4
90～ 99 148 2.8 278 8.9 84 ･ 2.3
100～109 547 10.3 1248 39.9 68 ･ 1.8
110～119 106 2.0 29 0.9 46 ･ 1.2
120～129 73 1.4 55 1.8 33 ･ 0.9
130～139 51 1.0 26 0.8 13 ･ 0.3
140～149 16 0.3 39 1.2 11 ･ 0.3
150人以上 99 1.9 158 5.0 136 ･ 3.7

注 介護療養型医療施設における「定員」は介護指定病床数である。
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(５) 要介護度別在所者数

在所者を要介護度別にみると，介護老人福祉施設

では「要介護５」が33.1％と最も多く，介護老人保

健施設では「要介護４」が27.6％，介護療養型医療

施設では「要介護５」が53.0％と最も多く，在所者

数の５割を超えている（図４）。

(６) 介護老人福祉施設におけるユニットケアの状況

介護老人福祉施設におけるユニットケアの状況を

みると，「小規模生活単位型」が209施設，「一部小規

模生活単位型」が164施設となっており，平均ユニッ

ト数はそれぞれ6.8，3.0となっている（表16）。

(７) 介護老人福祉施設における居住費の状況

ユニットケアを採用している介護老人福祉施設で，

居住費を徴収している施設は313施設となっている。

居住費（日額）の料金階級別にみると，個室では

「1000～1499円」の居住費を徴収している居室が

7,875室，「1500～1999円」が3,619室などとなってい

る（表17）。

(８) 介護老人保健施設におけるユニットの状況

介護老人保健施設のうちユニットを整備している

施設は233施設となっており，平均ユニット数は4.6

となっている（表18）。

６ 従事者の状況

(１) 職種別常勤換算従事者数

居宅サービス事業所の常勤換算従事者数は，訪問

系サービスでは，訪問介護160,465人，訪問入浴介護

10,762人，訪問看護ステーション25,444人，通所系

サービスでは，通所介護143,935人となっている。

また，介護保険施設の常勤換算従事者数は，介護

老人福祉施設213,893人，介護老人保健施設159,860

人，介護療養型医療施設112,065人となっている（表

19）。

(２) 居宅サービス事業所の１事業所当たり常勤換

算職員数

１事業所当たり常勤換算看護・介護職員数をみる

と，訪問系サービスでは，訪問介護は8.9人，訪問看

表18 介護老人保健施設におけるユニットの状況
平成16年10月１日現在

ユニット数

総数 １ユニット ２ユニット ３ユニット ４ユニット
５ユニット

以上

平均
ユニット数

１ユニット
当たりの
定員(人)

施設数 233 23 41 48 33 88 4.6 11.9

注 介護老人保健施設におけるユニットとは，居室をいくつかのグループに分け，少数の居室と食堂や談話スペース(居宅での居間に相当)等
によって一体的に構成される居室環境をいう。

表16 介護老人福祉施設におけるユニットケアの状況
平成16年10月１日現在

総数
小規模生活
単位型

一部小規模
生活単位型

ユニットケア実施施設数 373 209 164
ユニットケア実施施設の定員(人) 17799 13355 4444
平 均 ユ ニ ッ ト 数 5.1 6.8 3.0
１ユニット当たりの定員(人) 9.6 9.5 9.7

注 介護老人福祉施設におけるユニットとは，少数の居室と当該居室
に近接して設けられる共同生活室(当該居室の入居者が交流し，共
同で日常生活を営むための場所)により，一体的に構成される場所
をいう。

表17 介護老人福祉施設で居住費を徴収している居室数
平成16年10月１日現在

総 数 個 室 ２人室

ユニットケア実施施設数 373 372 25
居住費徴収施設数 313 313 13

居室数 15459 15416 43
500円未満 708 699 9
500～ 999 2990 2968 22
1000～1499 7886 7875 11
1500～1999 3619 3619 －
2000～2499 185 185 －
2500円以上 71 70 1

平均居住費(円) 1215 1216 880

注 居住費とは，ユニットの提供を行うことに伴い必要となる費用
をいい，ユニットの物費用・器具および備品費用・修繕費・光熱
水費および燃料費を算定の基礎として居室ごとに施設が定めたも
のをいう。

図４ 要介護度別にみた在所者数（構成割合）の年次比較

各年10月１日現在

要介護１要介護２要介護３要介護４ 要介護５その他
12年
(3.35)

12.5 14.9 19.0 28.7 22.9 1.9
介護老人
福祉施設 16年

(3.72)
6.810.9 18.5 30.6 33.1

(2.99)介護老人
保健施設 16年

(3.20) 12.5 17.6 24.7 27.6 17.3

12年

12年
(3.88)

5.98.714.6 32.0 37.9 0.9介護療養
型医療
施設 16年

(4.24)
2.9

4.711.0 27.7 53.0 0.8

0 20 40 60 80 100％

注 ( )内は平均要介護度であり，次の算式により計算した。

平均要介護度＝
各要介護度別在所者数×要介護度の合計

要介護１～５の在所者数の合計

0.1

16.0 21.2 24.0 24.9 13.4 0.6

0.3
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護ステーションは4.2人，通所系サービスでは，通所

介護は6.7人となっている。

９月中の看護・介護職員１人当たり延利用者数は，

訪問介護が77.7人，訪問看護ステーションが67.8人，

通所介護事業所が67.4人となっている（表20）。

(３) 介護保険施設の常勤換算職員数１人当たり在

所者数

介護保険施設の「看護・介護職員」について，常

表19 職種別にみた常勤換算従事者数
(単位 人) 平成16年10月１日現在

訪
問
介
護

訪
問
入
浴
介
護

訪
問
看
護

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

通
所
介
護

通所リハビリテーション

介
護
老
人

保
健
施
設

医
療
施
設

短
期
入
所
生
活

介
護

認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護

特
定
施
設
入
所

者
生
活
介
護

福
祉
用
具
貸
与

居
宅
介
護
支
援

介
護
老
人
福
祉

施
設

介
護
老
人
保
健

施
設 介

護
療
養
型

医
療
施
設

総 数 160465 10762 25444 143935 28387 24052 70094 57918 19919 18686 57813 213893 159860 112065
(151499) (11535) (24289)(122709) (26217) (22915) (63492) (35907) (17005) (51234)(202764)(151759)(114050)

医師 … … … 207 1363 2067 672 … … … … 1391 3299 8428
歯科医師 … … … … … … … … … … … 55 8 126
薬剤師 … … … … … … … … … … … … 766 3011
看護師 … 1461 19210 8771 1379 3483 2616 1096 1318 … … 7661 12251 17213
准看護師 … 1853 2726 10526 2009 2266 3571 1776 1057 … … 10127 19195 25200
機能訓練指導員 … … … 6217 … … 1407 … 473 … … 3442 … …
理学療法士 … … 1547 ※ 304 1423 1532 ※ 107 … ※ 38 … … ※ 263 2864 3030
作業療法士 … … 757 ※ 198 1158 1001 ※ 62 … ※ 14 … … ※ 147 2786 1441
言語聴覚士 … … … ※ 34 201 120 ※ 22 … ※ 7 … … ※ 27 454 602
柔道整復師･あん摩
マッサージ指圧師

… … … ※ 913 … … ※ 167 … ※ 101 … … ※ 525 … …

精神保健福祉士 … … … … … … … … … … … … … 204
介護支援専門員 … … … … … … 1647 … … … 50476 5582 4464 3641
生活相談員・支援
相談員

… … … 20439 1423 … 2907 … 983 … … 6734 4871 …

社会福祉士 … … … 2589 372 … 695 … … … … 1621 1676 …
介護職員 153232 6858 … 79190 19432 13583 46047 55685 16089 … … 136960 85151 45929
介護福祉士 25523 1306 … 16034 6336 2601 17970 … … … … 57346 37834 8674
ホームヘルパー１級 18242 304 … … … … … … … … … … … …
ホームヘルパー２級 98806 3668 … … … … … … … … … … … …
ホームヘルパー３級 880 75 … … … … … … … … … … … …

福祉用具専門相談員 … … … … … … … … … 14970 … … … …
障害者生活支援員 … … … … … … … … … … … 32 … …
栄養士 … … … 1848 … … 1842 … … … … 5470 4061 3241
管理栄養士 … … … 697 … … 1154 … … … … 3615 2940 1963

調理員 … … … 9029 … … 4625 … … … … 15313 6468 …
その他の職員 7233 591 1205 7709 … … 4761 2233 … 3715 7337 16944 13222 …

注 1) 従事者数は調査した職種であり，調査した職種以外は「…」とした。
2) 空床利用型の従事者を含まない。
3) 総数には施設長を含む。
4) 介護療養病床を有する病棟の従事者を含む。
5) 保健師と助産師を含む。
6) ※は機能訓練指導員の再掲である。
7) ＊は介護職員の再掲である。
8) これらの職種はいずれも再掲である。
9) ( )内は平成15年10月１日現在の常勤換算従事者総数である。

表20 事業所の種類別にみた常勤換算従事者数の状況
(単位 人) 平成16年10月１日現在

１事業所
当たり
常勤換算
従事者数

１事業所
当たり
看護・

介護職員数

９月中の看護
・介護職員
１人当たり
延利用者数

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
(訪問系）
訪 問 介 護 9.4 8.9 77.7
訪 問 入 浴 介 護 4.5 4.3 29.5
訪問看護ステーション 4.9 4.2 67.8
(通所系）
通 所 介 護 9.8 6.7 67.4
通所リハビリテーション 8.9 7.2 73.8
介 護 老 人 保 健 施 設 9.3 7.5 80.5
医 療 施 設 8.5 6.9 65.8

(その他）
短 期 入 所 生 活 介 護 13.1 9.8 32.7
認知症対応型共同生活介護 10.6 10.2 ･
特定施設入所者生活介護 22.0 17.8 ･
福 祉 用 具 貸 与 3.6 ･ ･

居 宅 介 護 支 援 2.4 ･ ･

注 1) 空床利用型の従事者を含まない。
2) 従事者数不詳の事業所を除いて算出した。
3) 従事者数不詳，延利用者数不詳の事業所を除いて算出した。

表21 介護保険施設の常勤換算職員数１人当たり在所者数
(単位 人) 各年10月１日現在

介護老人福祉施設

16年 15年

介護老人保健施設

16年 15年

看護・介護職員 2.3 2.4 2.2 2.2
看 護 職 員 20.1 20.2 8.2 8.2
介 護 職 員 2.6 2.7 3.0 3.1
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勤換算従事者数１人当たりの在所者数をみると，介

護老人福祉施設が2.3人，介護老人保健施設が2.2人

となっている（表21）。

７ 従事者の労働条件・就業意識の状況

介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養

型医療施設，訪問介護事業所，訪問看護ステーショ

ン，認知症対応型共同生活介護事業所，居宅介護支

援事業所における常勤（専従）の直接処遇職員（利

用者に直接かかわる介護職員，看護職員，介護支援

専門員）に対して調査を行った結果である。

(１) 年齢階級別にみた従事者の状況

年齢階級別に従事者をみると，介護職員について

は，訪問介護では「40～49歳」が33.2％と多くなっ

ているが，他の事業所ではいずれも「29歳以下」が

多くなっている。

一方，看護職員については，いずれの事業所にお

いても「40～49歳」が多くなっている（表略）。

(２) １週間の実労働時間

１週間の実労働時間階級別に従事者をみると，い

ずれの職種も「40～45時間未満」が最も多くなって

いる（図略）。

(３) 介護保険施設における介

護・看護職員の勤務形態

介護保険施設における介護・

看護職員の勤務形態をみると，

介護老人福祉施設では介護・看

護職員ともに「日勤」が最も多

く，介護療養型医療施設では介

護・看護職員ともに「二交替制」

が最も多くなっている（表22）。

(４) 経験年数

経験年数階級別に従事者をみ

ると，介護職員「５年未満」48.5

％，看護職員「20年以上」35.3

％，介護支援専門員「４年以上」

45.2％が最も多くなっている。

また，職種別の平均経験年数

をみると，介護職員6.1年，看護

職員16.0年，介護支援専門員3.3

年となっている（表23）。

表22 施設の種類別にみた職員の勤務形態の構成割合
(単位 ％) 平成16年９月

総数 日勤 三交替制 二交替制
変則

二交替制
宿直制 その他

介護老人福祉施設
介護職員 100.0 27.9 22.8 22.4 15.6 1.6 9.7
看護職員 100.0 87.9 0.6 3.1 2.2 2.5 3.8

介護老人保健施設
介護職員 100.0 31.4 12.3 31.4 17.5 1.0 6.3
看護職員 100.0 37.0 3.5 44.3 13.1 1.3 0.9

介護療養型医療施設
介護職員 100.0 26.5 15.0 40.6 12.7 1.5 3.7
看護職員 100.0 29.8 11.6 42.6 10.3 4.9 0.7

表23 従事者の経験年数階級別構成割合・平均経験年数
平成16年10月１日現在

構成割合(％)

総数 ５年未満 ５～９年 10～14年 15～19年 20年以上 不詳

平均経験
年数(年)

介護職員 100.0 48.5 32.0 10.6 3.4 2.0 3.5 6.1
看護職員 100.0 13.4 17.0 17.2 15.5 35.3 1.6 16.0

構成割合(％)

総数 １年未満 １年 ２年 ３年 ４年以上 不詳

平均経験
年数(年)

介護支援専門員 100.0 11.9 15.3 12.9 12.1 45.2 2.6 3.3

図５ 勤務先変更の有（回数）無別にみた従事者の構成割合
平成16年10月１日現在

不詳
0.3％

１回
15.8％ ２回

4.0％

３回以上
2.6％

変更なし
77.4％

介護職員

不詳
0.9％

１回
20.5％

２回
15.5％

３回以上
31.6％

変更なし
31.5％

看護職員

不詳
0.2％

１回
11.7％

２回
2.6％

３回以上
1.8％

変更なし
83.7％

介護支援
専門員
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(５) 勤務先変更経験の有無

勤務先の変更回数別に従事者

をみると，介護職員，介護支援

専門員では「変更なし」が約８

割を占めているのに対し，看護

職員では１回～３回以上が６割

を超えている（図５）。

(６) 現在の仕事を選んだ理由

現在の仕事を選んだ理由別に

従事者をみると，介護職員では

「働きがいのある仕事だから」

64.6％，看護職員では「通勤が

便利」50.3％，介護支援専門員では「能力・

個性・資格が活かせる」49.8％が最も多くな

っている（図６）。

(７) 現在の仕事への不満，悩み事

現在の仕事への不満，悩み事別に従事者をみると，

介護職員，看護職員では「給与等収入が低い」が47.8

％，40.0％と最も多く，次いで「有給休暇を取りに

くい」となっている。介護支援専門員では「業務の

負担や責任が大きすぎる」が53.7％と最も多く，次

いで「給与等収入が低い」となっている（表24）。

図６ 現在の仕事を選んだ理由（複数回答）
0月１日現在

働きがいのある
仕事だから

能力・個性・
資格が活かせる

子供のころから
の希望

給与等の収入

労働条件がよい

通勤が便利

その他

64.6
37.6

49.0

36.8
29.2

49.8

6.4
6.1

1.6
4.8
5.5
4.4

10.4
22.8

18.1
35.2

50.3
35.4

10.1
12.8
14.3

0 10 20 30 40 50 60 70％

介護職員

看護職員

介護支援専門員

表24 現在の仕事への不満，悩み事（複数回答)
(単位 ％) 平成16年10月１日現在

介護
職員

看護
職員

介 護
支 援
専門員

総数 100.0 100.0 100.0
給与等収入が低い 47.8 40.0 36.6
労働時間が希望に合わない 8.3 9.0 8.1
有給休暇を取りにくい 43.9 37.1 26.9
入所者(利用者)とコミュニケーションが
うまくとれない

3.4 2.0 3.0

仕事がきつくて体力的に不安がある 26.8 25.9 14.9
業務の負担や責任が大きすぎる 29.9 35.1 53.7
自分の能力を伸ばすゆとりがない 20.2 16.4 24.3
自分の資格や能力が評価されない 10.4 8.8 11.6
他の職員との関係がうまくいかない 7.8 7.4 6.7
仕事の内容に展望がもてない 14.8 17.4 19.6
その他 13.0 12.8 13.7
特にない 13.1 13.8 12.2
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（誌面の都合上，編集部で整理・抜粋して掲載した）

調査の概要

１ 調査の目的

この調査は，同一客体を長年にわたって追跡調査

する縦断調査として，平成13年度から実施を始めた

承認統計であり，21世紀の初年に出生した子の実態

と経年変化の状況を継続的に観察することにより，

少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案，実施等

のための基礎資料を得ることを目的としている。

２ 調査の対象

全国の2001年１月10日から17日の間と７月10日か

ら17日の間に出生した子を対象とし，厚生労働省が

人口動態調査の出生票をもとに調査客体を抽出した。

双子，三つ子についてもそれぞれの子を対象として

いる。

３ 調査の時期

１月生まれは平成16年８月１日，７月生まれは平

成17年２月１日（対象児の年齢 ３歳６カ月）とし

た。

４ 調査事項

同居者，保育者，父母の就業状況，健康について

意識して行っていること，しつけの状況，悪いこと

をしたときの対応，就寝時間・起床時間，ふだんの

食事のようすで心配なこと，病気やけが，子どもど

うしの遊びのようす・テレビを見る時間・コンピュ

ータゲームをする時間，習い事の状況，性格，子ど

もを育てていてよかったと思うこと，子どもを育て

ていて負担に思うことや悩み，子育ての相談の状況

等

５ 調査の方法

調査票の配布と回収は郵送により行った。

６ 調査票の回収状況等

調査票の配布数と回収数は次のとおりである。

７ 利用上の注意

⑴ 表章記号は，本誌表紙裏の下欄を参照。

⑵ この概況に掲載の数値は四捨五入しているた

め，また「総数」には各項目の不詳を含むことがあ

るため，内訳の合計が総数に合わない場合がある。

⑶ 発表された概況の全体は，厚生労働省ホーム

ページ（www.mhlw.go.jp）を参照。

結果の概要

１ 家族の状況

(１) きょうだいの構成

第１回調査時に一人っ子であった子に弟妹が生ま

れている割合は約半数

きょうだい構成の変化をみると，第１回調査時（６

カ月児）に48.8％であった「ひとり」の割合は，そ

の約半数に弟妹が生まれ，第４回調査（３歳６カ月）

では24.1％となっている（図１）。

統計資料紹介

第４回 21世紀出生児縦断調査結果の概況

厚生労働省大臣官房統計情報部

社会統計課縦断調査室

１月生まれ ７月生まれ

配布数 回収数 回収率(％) 配布数 回収数 回収率(％)

第１回 26620 23423 88.0 26955 23592 87.5
第２回 23391 21923 93.7 23575 22002 93.3
第３回 23374 21365 91.4 23523 21447 91.2
第４回 22439 20699 92.2 22398 20858 93.1

合計

配布数 回収数 回収率(％)

第１回 53575 47015 87.8
第２回 46966 43925 93.5
第３回 46897 42812 91.3
第４回 44837 41557 92.7

図１ きょうだい構成の変化

第１回調査 ひとり 48.8 兄姉のみ 51.2

第２回調査 ひとり 46.0

弟妹のみ 2.8

兄姉のみ 50.2

兄弟姉妹あり 1.0

第３回調査 ひとり 34.0

弟妹のみ 14.8

兄姉のみ 46.8

兄弟姉妹あり 4.4

第４回調査 ひとり 24.1弟妹のみ 24.7 兄姉のみ 44.2

兄弟姉妹あり 6.9

0 20 40 60 80 100％
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(２) 保育者

保育所や幼稚園を利用している子の割合は半数に

達した

ふだんの保育者を第３回調査と比較すると，「保育

所・託児所の保育士など」が26.1％から34.0％へ増

えている。第４回調査で幼稚園（年少）の入園年齢

となる１月生まれでは「幼稚園の先生」が28.7％，

総数でも16.3％あり，「保育士等・幼稚園の先生あり」

は50.3％となった（表１）。

日中の主な保育者が父母である子は前回より減少

平日の日中に子どもと過ごす時間が一番長い日中

の主な保育者をみると，「母・父」は第３回調査の

71.2％から第４回調査で57.6％に減少している（表

２）。

(３) 母の就業状況

母が有職の割合は年々増加。仕事を探している母，

職に就いた母の割合は，「弟妹なし」が高い

母が「有職」の割合は，第１回調査の25.1％から，

第４回調査で41.8％となっている（図２）。

第３回調査で「無職」のうち，第４回調査では「有

職」となった母の割合は16.4％となっており，弟妹

の有無別に比較すると，「弟妹あり」（12.6％）より

「弟妹なし」（18.5％）の方が高く，第３回調査が「無

職」で「仕事を探している」割合も「弟妹あり」（8.3

％）より「弟妹なし」（13.5％）の方が高い（表

表１ ふだんの保育者（複数回答)の変化
(単位 ％)

総

数

ふだんの保育者（複数回答)

母 父
祖
父
母

保
育
士
等
・

幼
稚
園
の

先
生
あ
り

そ
の
他

母
方
祖
母

母
方
祖
父

父
方
祖
母

父
方
祖
父

幼
稚
園

の
先
生

保
育
士
等
あ
り

保
育
所
・

託
児
所
の

保
育
士
な
ど

保
育
マ
マ
・

ベ
ビ
ー

シ
ッ
タ
ー

第３回調査 総数 100.0 93.0 44.9 26.1 14.6 5.6 12.1 5.1 … … 26.4 26.1 0.4 2.3
第４回調査 総数 100.0 91.8 44.3 24.1 13.4 5.4 11.0 4.8 50.3 16.3 34.2 34.0 0.3 1.8
１月生まれ 100.0 91.8 44.5 23.4 13.2 5.4 10.5 4.5 64.9 28.7 36.4 36.3 0.2 1.8
７月生まれ 100.0 91.8 44.2 24.7 13.7 5.3 11.4 5.0 35.9 4.1 31.9 31.7 0.3 1.7

表２ 日中の主な保育者の変化
(単位 ％)

第４回調査

総数
母
・
父

祖
父
母

保
育
士
等

幼
稚
園

の
先
生

そ
の
他

総 数 (100.0)100.0 57.6 3.6 30.1 7.9 0.2
母 ・ 父 (71.2)100.0 77.0 1.3 12.2 8.9 0.1

第
３
回
調
査

祖 父 母 ( 5.2)100.0 12.5 46.4 28.8 11.4 0.2
保育士等 (23.0)100.0 8.4 1.1 85.9 3.9 0.1
そ の 他 ( 0.3)100.0 13.6 8.7 24.3 27.2 26.2

表３ 主な保育パターン別にみた健康に関して意識して行っていること（複数回答）
(単位 ％)

総

数

意
識
し
て
行
っ
て

い
る
こ
と
が
あ
る

特
に
意
識
し
て
行
っ
て

い
る
こ
と
は
な
い

健康に関して意識して行っていること（複数回答）

厚
着
を
さ
せ
な
い

食
事
の
前
の

手
洗
い
を
さ
せ
る

外
か
ら
帰
っ
た
ら

手
洗
い
を
さ
せ
る

外
か
ら
帰
っ
た
ら

う
が
い
を
さ
せ
る

歯
の
仕
上
げ
磨
き
を

す
る

早
寝
早
起
き
を

さ
せ
る

た
ば
こ
の
煙
を
吸
わ

せ
な
い
よ
う
に
す
る

な
る
べ
く
外
で

遊
ば
せ
る

体
を
よ
く
動
か
す

遊
び
を
さ
せ
る

室
内
を
清
潔
に
保
つ

掃
除
、
換
気
な
ど
）

そ
の
他

総 数 100.0 97.0 25.7 33.8 79.8 43.0 78.9 42.6 28.9 32.6 29.3 41.1 4.4 2.8
父母のみ 100.0 98.7 23.7 33.1 85.8 48.2 82.9 41.2 30.1 34.7 29.3 45.9 4.6 1.8
２歳以前から保育士等 100.0 95.6 31.6 34.5 70.4 36.4 71.8 42.0 27.6 28.3 28.3 32.2 4.3 4.1
当初父母，３歳から保育士等 100.0 97.0 28.6 34.8 75.0 38.5 78.0 48.8 26.3 30.7 28.0 40.4 3.9 2.7
当初父母，３歳から幼稚園の先生 100.0 98.0 24.5 40.2 87.2 47.4 80.0 56.8 29.2 35.2 30.5 42.9 4.8 1.7

図２ 母の就業割合の変化

第１回調査 無職 73.9 有職 25.1
不詳
1.0

第２回調査 68.8 30.7 0.5

第３回調査 64.7 34.7 0.6

第４回調査 57.1 41.8 1.1

0 20 40 60 80 100％

注 「有職」とは，第１回・第２回・第４回調査では勤め，自営業・
家業，その他を合わせたもの，第３回調査では収入を伴う仕事ま
たは収入を得ることを目的とする仕事に従事している者である。
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略）。

２ 子育てについての方針

(１) 健康に関して意識して行ってい

ること

外出後の手洗いや歯の仕上げ磨きが

多い。幼稚園を利用している子では，

手洗いや「早寝早起きをさせる」割

合が高い

健康に関して「意識して行っている

ことがある」は97.0％で，「外から帰ったら手洗いを

させる」「歯の仕上げ磨きをする」が多い。また，主

な保育パターンのうち，「当初父母，３歳から幼稚園

の先生」では，手洗いや「早寝早起きをさせる」が

他に比べて高い（表３）。

(２) しつけの状況

「挨拶や返事などをする」は，しつけによって身

につきやすく，「遊んだ後の片付けをする」「道路に

出るときは必ず右左をみる」「公共の場(バス・電

車，病院等）では騒がない」は身につきにくい

しつけの状況をみると，「挨拶や返事などをする」

は，男児，女児ともに「しつけをした・している」

割合と「身についている」割合が多い。一方，「遊ん

だ後の片付けをする」「道路に出るときは必ず右左を

みる」「公共の場（バス・電車，病院等）では騒がな

い」は，男児，女児ともに「しつけをした・してい

る」割合は多いが「身についている」割合が少ない。

しつけによって「身についている」割合をみると，

おおむね女児の方が高い（図３）。

(３) 悪いことをしたときの対応

しかり方は「言葉でいけない理由を説明する」が

多い

悪いことをしたときの対応は，「言葉でいけない理

由を説明する」では，「よくする」が81.8％と多く，

表４ 性別にみた悪いことをしたときの対応 (単位 ％)

総数

言葉でいけない理由
を説明する

理由を説明しないで
言 葉 で 「だ め 」，

「いけない」としかる

おしりをたたくなど
の行為をする

子どものしたことを
無視して悪いことに

気づかせる

外に出す・
押入などに
閉じ込める

よ
く
す
る

と
き
ど
き
す
る

ま
っ
た
く
し
な
い

よ
く
す
る

と
き
ど
き
す
る

ま
っ
た
く
し
な
い

よ
く
す
る

と
き
ど
き
す
る

ま
っ
た
く
し
な
い

よ
く
す
る

と
き
ど
き
す
る

ま
っ
た
く
し
な
い

よ
く
す
る

と
き
ど
き
す
る

ま
っ
た
く
し
な
い

総数 100.0 81.8 17.7 0.2 21.0 65.7 12.2 9.8 66.7 22.6 1.4 32.0 64.7 0.6 22.3 75.9
男児 100.0 81.7 17.7 0.2 21.7 65.5 11.6 11.5 68.9 18.7 1.5 31.8 64.7 0.8 25.2 72.7
女児 100.0 81.8 17.7 0.2 20.1 65.9 12.9 8.0 64.3 26.8 1.3 32.2 64.7 0.4 19.3 79.3

表５ 子どもの就寝時間・起床時間
(単位 ％)

就寝時間

総数
午後
８時前

午後
８時台

午後
９時台

午後
10時台

午後
11時以降

不規則

総 数 100.0 2.1 13.8 43.9 29.6 7.4 2.9
午前６時前 1.6 0.3 0.6 0.6 0.1 0.0 0.0
午前６時台 21.8 1.1 6.0 11.7 2.8 0.1 0.1起

床
時
間

午前７時台 52.1 0.6 6.7 25.9 16.3 1.7 0.8
午前８時台 18.3 0.0 0.6 5.4 8.9 2.8 0.6
午前９時以降 4.3 0.0 0.0 0.3 1.3 2.4 0.2
不規則 1.8 － 0.0 0.1 0.3 0.3 1.1

図３ 性別にみたしつけの状況

【男児】

挨拶や返事などをする

公共の場(バス・電車，
病院等)では騒がない

知らない人には
ついて行かない

道路に出るときは
必ず右左をみる

人に乱暴しない

人の物と自分の
物を区別する

遊んだ後の
片付けをする

おもちゃや絵本
をこわさない

テレビやコンピュータゲーム
をする時間は決めている

遊具で遊ぶとき
に順番を守る

うそをつかない

人の話は
最後まで聞く

食事の後自分の
食器を台所に運ぶ

【女児】

公共の場(バス・電車，
病院等)では騒がない

知らない人には
ついて行かない

道路に出るときは
必ず右左をみる

人に乱暴にしない

人の物と自分の
物を区別する

遊んだ後の
片付けをする

おもちゃや絵本
をこわさない

テレビやコンピュータゲーム
をする時間は決めている

遊具で遊ぶとき
に順番を守る

うそをつかない

人の話は
最後まで聞く

食事の後自分の
食器を台所に運ぶ

挨拶や返事などをする

しつけをした・している

身についている

100％

80

60

40

20

100％

80

60

40

20
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「理由を説明しないで言葉で

「だめ」，「いけない」としか

る」と「おしりをたたくなど

の行為をする」では，「ときど

きする」がそれぞれ65.7％，

66.7％と多くなっている（表

４）。

３ 子どもの状況

(１) 就寝時間・起床時間

「午後９時台」に寝て「午

前７時台」に起きる子は25.9

％。睡眠時間は「10時間台」

が多い。

就寝時間と起床時間の組み

合わせでみると，「午後９時台」

に寝て「午前７時台」に起き

る子が25.9％と最も多く，就寝時間と起床時間の組

み合わせから算出した睡眠時間は，「10時間台」が41.9

％で最も多い（表５，図４）。

就寝時間，起床時間とも前回より早くなっている

就寝時間と起床時間を第４回調査（３歳６カ月）

と第３回調査（２歳６カ月）で比較すると，「午後10

時以降」に寝る子が43.8％から37.0％に減り，「午前

７時前」に起きる子が19.5％から23.4％に増えるな

ど，就寝時間，起床時間とも早くなっている（図

５）。

母の労働時間が長くなるほど，午後10時以降に寝

る子の割合が高い

母の１週間の労働時間別に子の就寝時間をみると，

午後10時以降に寝る子の割合は，母の労働時間が「20

時間未満」で35.5％， 40時間未満」で41.2％，「60時

間未満」で43.9％，「60時間以上」で49.3％となって

おり，労働時間が長いほど，割合が高くなっている

（表６）。

(２) 食事のようすで心配なこと

食事のようすで「心配なことがある」は80.3％。

「朝食を食べないことがある」の割合は，兄姉が

いない子や就寝時間が遅い子で高い

食事のようすで「心配なことがある」は80.3％で，

男児では女児に比べて「好き嫌いが多い」「よく噛ま

ないで食べる」「落ち着いて食べない（たとえば，遊

びながら食べる）」の割合が高い。きょうだい構成別

にみると，「兄姉のみ」「兄弟姉妹あり」の方が心配

表６ 母・父の１週間の労働時間別にみた子の就寝時間
(単位 ％)

総数
午後
９時前

午後
９時台

午後
10時台

午後
11時以降

不規則
(再掲)
午後

10時以降

母の１週間の労働時間
総数 (100.0)100.0 15.9 43.9 29.6 7.4 2.9 37.0
有職 (42.2)100.0 10.5 46.5 34.3 6.4 2.1 40.7
労働時間あり (39.2)100.0 10.6 46.3 34.4 6.3 2.1 40.7
20時間未満 ( 9.8)100.0 16.4 45.5 29.5 6.0 2.5 35.5
40時間未満 (17.3)100.0 10.1 46.5 35.1 6.1 2.0 41.2
60時間未満 (11.3)100.0 6.6 47.4 37.3 6.6 1.9 43.9
60時間以上 ( 0.8)100.0 8.0 37.4 37.7 11.6 4.7 49.3

無職 (56.7)100.0 19.9 42.0 26.1 8.2 3.5 34.3
父の１週間の労働時間
総数 (100.0)100.0 16.1 44.0 29.4 7.4 2.9 36.8
有職 (98.0)100.0 16.2 44.0 29.4 7.3 2.8 36.8
労働時間あり (93.8)100.0 16.0 44.0 29.5 7.4 2.8 36.9
20時間未満 ( 1.7)100.0 15.2 41.1 28.5 9.5 5.4 38.0
40時間未満 ( 7.5)100.0 13.9 45.2 31.6 6.4 2.8 38.0
60時間未満 (57.9)100.0 15.1 44.6 30.5 7.0 2.5 37.5
60時間以上 (26.7)100.0 18.7 42.6 26.8 8.4 3.3 35.2

無職 ( 1.1)100.0 11.4 39.1 32.0 10.9 6.6 42.9

注 1)「労働時間なし」「労働時間不詳」を含む。

図４ 子どもの睡眠時間

不規則
3.6％

11時間以上
14.8％

10時間台
41.9％

９時間台
31.4％

９時間
未満
8.1％

不詳
0.2％

図５ 就寝時間・起床時間の変化

就寝時間
午後９時前

11.9

第３回調査 午後９時台 39.3 午後10時以降
43.8

不規則
4.4

不詳
0.7

第４回調査 15.9 44.0 37.0 0.2

0 20 40 60 80 100％

起床時間

第３回調査 午前７時台
46.6

午前８時台
22.6

午前９時以降
不規則 2.6

不詳
0.4

第４回調査 23.4 52.1 18.3 4.2

1.8

0.1

0 20 40 60 80 100％

8.4

午前７時前

19.5
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なことがある割合が低い。

「朝食を食べないことがある」は12.7％であるが，

「兄姉のみ」「兄弟姉妹あり」や「第２回調査から９

時前」「第２回調査から９時台」に就寝する割合で１

割以下と低く，「ひとり」「弟妹のみ」や「第２回調

査から10時以降」に就寝する場合に高い（表７）。

「食が細い」「好き嫌いが多い」「朝食を食べない

ことがある」が前回より増加

食事のようすで心配なことを第３回調査と比較す

ると，「食べる量にむらがある」「よく噛まないで食

べる」「落ち着いて食べない（たとえば，遊びながら

食べる）」は減り，「食が細い」「好き嫌いが多い」「朝

食を食べないことがある」が増えている（図６）。

(３) 病気やけが

う歯〔むし歯〕で医療機関にかかる割合が前回よ

り増加

この１年間に病院や診療所にかかった病気やけが

は「かぜ，咽頭炎，扁桃(腺)炎，気管支炎，肺炎」

が77.9％と最も多いが，第３回調査よりは少なくな

った。前回18.0％であった「胃腸炎など消化器系の

病気，下痢，腹痛，便秘などの症状」も13.7％と少

なくなり，一方，「う歯〔むし歯〕」は，前回の7.0％

から17.9％と増えている（表８）。

(４) 子どもどうしの遊び

きょうだいがいる子はきょうだいと遊ぶことが多

く，一人っ子は友達と遊ぶことが多い

子どもどうしの遊びのようすは，「兄弟姉妹と遊ぶ」

が37.0％で最も多く，兄姉がいる（「兄姉のみ」「兄

弟姉妹あり」）場合には半数を超えている。ひとりの

場合では「友達と遊ぶ」（41.8％）が最も多い。主な

保育パターン別にみると，「２歳以前から保育士等」

「当初父母，３歳から保育士等」「当初父母，３歳か

表７ 性・きょうだい構成・就寝時間別にみた食事のようすで心配なこと（複数回答）
(単位 ％)

総 数
心配な
ことが
ある

食事のようすで心配なこと（複数回答）

食が細い
食べる量
にむらが
ある

好き嫌い
が多い

よく噛ま
ないで
食べる

落ち着い
て食べな
い（たと
えば，遊
びながら
食べる）

朝食を食
べないこ
とがある

その他

特に心配
なことは
ない

総数 100.0 80.3 13.3 43.7 27.4 12.3 44.0 12.7 7.1 19.4
性
男児 100.0 81.7 12.7 44.0 29.4 14.4 46.9 12.3 6.9 18.1
女児 100.0 78.8 14.0 43.4 25.2 9.9 40.8 13.2 7.5 20.9

きょうだい構成
ひとり 100.0 84.1 15.1 45.0 28.7 14.5 50.1 17.1 7.4 15.6
弟妹のみ 100.0 84.7 18.1 47.0 29.9 11.9 46.8 15.7 8.6 15.0
兄姉のみ 100.0 76.4 10.1 41.4 25.6 11.3 40.0 9.1 6.2 23.3
兄弟姉妹あり 100.0 76.5 11.1 42.1 24.3 11.9 38.5 9.7 7.3 23.3

就寝時間
第２回調査から９時前 100.0 69.0 7.9 34.2 23.3 12.0 30.7 4.1 7.1 30.8
第２回調査から９時台 100.0 77.3 10.9 41.0 24.1 12.5 40.8 7.5 7.1 22.5
第２回調査から10時以降 100.0 85.2 16.1 46.5 30.0 12.1 50.4 19.5 6.9 14.6

図６ 食事のようすで心配なこと（複数回答）の変化

第３回調査
第４回調査

50

30

10
0

％

食
が
細
い

11.3
13.4

食
べ
る
量
に

む
ら
が
あ
る

44.5
43.8

好
き
嫌
い
が
多
い

25.1

よ
く
噛
ま
な
い
で

食
べ
る

18.5
12.3

落
ち
着
い
て
食
べ
な
い

（
た
と
え
ば
、
遊
び
な

が
ら
食
べ
る
）

47.5
43.9

朝
食
を
食
べ
な
い

こ
と
が
あ
る

11.512.7

そ
の
他

6.17.2

特
に
心
配
な
こ
と
は
な
い

19.419.4

表８ １年間に病院や診療所にかかった主な病気やけが（複数

回答）と入院の変化 (単位 ％)

第４回調査 第３回調査

総数 100.0 100.0
病院や診療所などにかかった
病気やけががある

93.5 93.7

(再掲)
かぜ，咽頭炎，扁桃(腺)炎，気
管支炎，肺炎

77.9 81.7

湿疹，アトピー性皮膚炎 18.6 15.9
う歯〔むし歯〕 17.9 7.0
中耳炎，外耳炎 14.1 13.3
水痘〔水ぼうそう〕 13.8 14.8
胃腸炎など消化器系の病気，
下痢，腹痛，便秘などの症状

13.7 18.0

インフルエンザ 9.5 13.9
伝染性膿痂疹〔とびひ〕 8.9 7.2

入院あり 6.9 9.4

27.5
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ら幼稚園の先生」ではひとりで遊ぶ割合

が低い（表９）。

(５) テレビ・コンピュータゲーム

テレビを見る時間は「１～２時間」が

最も多い

テレビを見る時間は第３回調査とあま

り変わっておらず，「１～２時間」が39.4

％と最も多くなっている（図７）。

テレビに関するしつけが「身について

いない」では，テレビを見る時間が長い子が多い

「テレビやコンピュータゲームをする時間は決めて

いる」の「しつけをした」「しつけをしている」者に

ついて，子どもの身についているか否か別にテレビ

を見る時間をみると，身についている場合は「１～２

時間」（46.3％）が最も多く，２時間未満が半数以上

となっている。また，４時間以上では，「身について

いる」は4.1％であるが，「身についていない」では

9.6％と高い（図８）。

コンピュータゲームをしない子の割合は85.0％

テレビゲームや携帯型ゲームなどのコンピュータ

ゲームは「しない」が85.0％で，女児や兄姉がいな

い（「ひとり」「弟妹のみ」）場合に「しない」割合が

高い。コンピュータゲームをする時間は，「１時間未

満」が最も多い（表10）。

表９ 性・きょうだい構成・主な保育パターン別にみた子どもどうしの遊びのようす
(単位 ％)

総 数
ひとりで
遊ぶ

兄弟姉妹
と遊ぶ

友達と
遊ぶ

兄弟姉妹
と友達と
一緒に
遊ぶ

決まった
友達に限
らず集団
で遊ぶ

その他
わから
ない

総数 100.0 14.6 37.0 19.5 15.5 6.7 5.7 0.9
性
男児 100.0 15.3 37.8 18.3 15.1 6.8 5.9 1.0
女児 100.0 13.8 36.2 20.8 16.1 6.7 5.5 0.9

きょうだい構成
ひとり 100.0 33.3 0.0 41.8 0.0 11.9 11.1 1.9
弟妹のみ 100.0 16.4 32.5 21.4 16.4 6.5 5.8 0.9
兄姉のみ 100.0 5.3 55.6 8.5 22.1 4.7 3.3 0.5
兄弟姉妹あり 100.0 1.9 63.1 5.8 24.6 2.4 1.9 0.3

主な保育パターン
父母のみ 100.0 18.3 42.7 15.0 15.0 3.3 5.3 0.4
２歳以前から保育士等 100.0 6.8 26.2 30.8 15.9 13.6 5.2 1.6
当初父母，３歳から保育士等 100.0 6.8 26.9 27.2 19.6 11.7 6.2 1.6
当初父母，３歳から幼稚園の先生 100.0 9.7 33.9 21.5 21.9 8.0 4.1 0.7

図７ テレビを見る時間の変化

第３回調査

１時間未満
9.2

１～２時間 36.6

２～３時間
13.9

３～４時間 27.7

４～５時間 5.6
５時間以上 3.9

見ていない 0.9
わからない

1.6
不詳
0.6

第４回調査 8.5 39.4 14.3 27.7 4.9

3.0

1.1

0.5

0.6

0 20 40 60 80 100％

図８ テレビに関するしつけが身についているか否か別にみた
テレビを見る時間

身についている
(全体の67.7％)

１時間未満

11.6 １～２時間 46.3

２～３時間
13.6

３～４時間 22.6

４時間以上
4.1

その他
1.8

身についていない
(全体の30.8％)

3.7

33.8 17.6 33.8 9.6
その他
1.5

0 20 40 60 80 100％

注 1) テレビを「見ていない」，テレビを見る時間が「わから
ない」，「不詳」である。

表10 性・きょうだい構成別にみたコンピュータゲームをする時間
(単位 ％)

総数 しない する １時間
未満

１～２
時間

２～３
時間

３時間
以上

わから
ない

総数 100.0 85.0 14.5 10.0 3.5 0.5 0.3 0.2
性
男児 100.0 82.1 17.5 11.4 4.8 0.7 0.4 0.2
女児 100.0 88.2 11.3 8.5 2.2 0.3 0.1 0.2

きょうだい構成
ひとり 100.0 88.2 11.1 7.5 2.9 0.4 0.2 0.2
弟妹のみ 100.0 90.6 9.0 6.1 2.1 0.4 0.3 0.1
兄姉のみ 100.0 80.2 19.4 13.7 4.6 0.6 0.3 0.2
兄弟姉妹あり 100.0 84.6 15.0 9.4 4.4 0.6 0.3 0.3
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４ 子育て感

(１) 子どもを育てていてよかったと思うこと

「子どもの成長によろこびを感じる」が多い

子どもを育てていてよかったと思うことは，「子ど

もの成長によろこびを感じる」（82.9％）が最も多く

なっている。主な保育パターン別にみると，「父母の

み」では「家族の結びつきが深まった」が，「２歳以

前から保育士等」では「毎日の生活にはりあいがあ

る」が，「当初父母，３歳から幼稚園の先生」では「子

どもを通して自分の友人が増えた」が他に比べて高

くなっている（表11）。

(２) 子どもを育てていて負担に思うことや悩み

「負担に思うことや悩みがある」は87.0％

子どもを育てていて「負担に思うことや悩みがあ

る」は87.0％で，「子育てで出費がかさむ」「子ども

が言うことを聞かない」が第３回調査より増えてい

る。主な保育パターン別にみると，「父母のみ」では

「子育てによる身体の疲れが大きい」「自分の自由な

時間が持てない」「目が離せないので気が休まらない」

「子どもを一時的に預けたいときに預け先がない」

が，「２歳以前から保育士等」では「仕事や家事が十

分にできない」が，「当初父母，３歳から幼稚園の先

表11 主な保育パターン別にみた子どもを育てていてよかったと思うこと（複数回答）
(単位 ％)

第３回調査

第４回調査

総 数 父母のみ
２歳以前
から

保育士等

当初父母，
３歳から
保育士等

当初父母，
３歳から
幼稚園の
先生

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
よかったと思うことがある 99.1 98.9 99.1 98.8 99.0 99.2
家族の結びつきが深まった 56.8 58.2 60.4 55.3 54.2 58.9
子どもとのふれあいが楽しい 71.8 70.5 70.3 72.4 68.4 66.8
毎日の生活にはりあいがある 38.7 42.4 40.4 47.1 41.0 39.2
兄弟姉妹どうしのふれあいがあって楽しい 52.5 62.1 64.4 58.6 61.4 64.3
子どもを通して自分の友人が増えた 32.6 43.4 50.1 31.6 42.7 56.5
子育てを通して自分の視野が広まった 37.7 40.5 40.9 41.3 41.5 39.0
子どものおかげで家庭が明るい 67.0 70.2 70.8 69.9 67.8 68.1
子どもの成長によろこびを感じる 81.8 82.9 82.9 83.7 82.7 83.4
その他 2.2 2.2 2.1 2.5 2.7 2.4

よかったと思うことは特にない 0.4 0.5 0.4 0.5 0.5 0.4

注 回答は調査対象児についてのものである。

表12 主な保育パターン別にみた子どもを育てていて負担に思うことや悩み（複数回答）
(単位 ％)

第３回調査

第４回調査

総 数 父母のみ
２歳以前
から

保育士等

当初父母，
３歳から
保育士等

当初父母，
３歳から
幼稚園の
先生

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
負担に思うことや悩みがある 86.2 87.0 87.9 86.1 84.5 86.5
子育てによる身体の疲れが大きい 32.1 30.4 32.6 28.6 26.9 29.5
子育てで出費がかさむ 25.7 31.5 30.2 31.1 34.7 43.4
自分の自由な時間が持てない 58.9 53.0 57.4 50.8 41.6 38.6
配偶者が育児に参加してくれない 6.2 6.9 6.8 6.5 8.0 7.9
しつけのしかたが家庭内で一致していない 9.4 11.9 10.4 12.4 14.5 11.3
仕事や家事が十分にできない 20.0 20.1 17.1 28.7 21.4 17.0
子どもについてまわりの目や評判が気になる 5.1 8.3 9.4 6.1 8.8 8.4
目が離せないので気が休まらない 22.7 15.2 17.2 11.8 12.7 11.7
子どもをもつ親同士の関係がうまくいかない 1.2 1.6 1.9 1.1 1.3 1.6
子どもを一時的に預けたいときに預け先がない 12.0 11.2 15.2 5.8 5.8 9.3
子どもが言うことを聞かない 21.9 27.6 28.3 25.2 28.8 27.9
子どもが病気がちである 4.1 3.8 3.2 4.0 6.6 5.2
子どもが急病のとき診てくれる医者が近くにいない 3.5 3.4 3.4 3.1 4.1 3.2
子どもの成長の度合いが気になる 7.1 7.6 7.8 6.5 8.5 7.5
しつけのしかたがわからない 8.7 7.3 7.1 7.1 8.0 7.9
気持ちに余裕をもって子どもに接することができない … 23.0 22.1 24.9 23.7 23.3
子どもを好きになれない 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4 0.6
子どもが保育所・幼稚園に行きたがらない … 2.5 2.0 2.7 3.8 3.1
その他 3.0 3.4 3.4 3.6 3.6 3.1

負担に思うことや悩みは特にない 13.0 12.1 11.4 12.7 14.3 12.9

注 表11と同じ。
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生」では「子育てで出費がかさむ」が他に比べて高

い（表12）。

(３) 子育てについての相談相手

相談相手は保育士が前回より増えている

子育てについての相談相手をみると，第３回調査

より割合が少なくなっているものが多いが，「保育士」

は15.2％から第４回調査で19.2％に増えている（表

13）。

表13 子育てについての相談相手（複数回答）
(単位 ％)

総

数

相
談
す
る

誰
に
も
相
談
し
て
い
な
い

子育てについての相談相手（複数回答）

配

偶

者

自

分

の

親

配

偶

者

の

親

自

分

の

兄

弟

姉

妹

配
偶
者
の
兄
弟
姉
妹

そ

の

他

の

親

せ

き

友

人

・

知

人

医

師

保

健

師

助

産

師

・

看

護

師

保

育

士

幼

稚

園

の

先

生

カ

ウ

ン

セ

ラ

ー

電
話
相
談
を
含
む
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の

サ

イ

ト

育
児
サ
ー
ク
ル
の
仲
間

そ

の

他

第3回調査 総数 100.0 98.6 82.3 69.1 24.2 25.7 6.0 3.2 72.1 8.3 5.3 1.0 15.2 … 1.3 2.9 6.2 0.5 1.3
第4回調査 総数 100.0 97.7 80.9 64.6 21.4 23.6 4.8 2.4 68.2 6.1 4.0 0.6 19.2 9.0 1.4 1.8 4.0 1.1 1.8
１月生まれ 100.0 97.5 80.2 63.8 20.9 23.3 4.7 2.3 68.3 6.1 3.8 0.7 19.6 14.3 1.3 1.8 3.3 1.1 1.9
７月生まれ 100.0 97.9 81.6 65.3 21.9 23.9 5.0 2.6 68.0 6.1 4.3 0.6 18.8 3.7 1.4 1.9 4.7 1.2 1.7
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グラフのページ

（編集部）

児童相談所における虐待相談の処理件数の状況

資料 厚生労働省「平成16年度社会福祉行政業務報告結果の概況（福祉行政報告例）」

虐待相談処理件数の年次推移

虐待相談の種別，年齢別件数
平成16年度
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